
【２月14日上程分】

地方自治法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整理に関する条例【総務課】･･････････････････････････････････････････

行政財産の使用料に関する条例等の一部を改正する条例【総務課】･･････････････････････････････････････････

島根県職員定数条例の一部を改正する条例【人事課】･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例【人事課】･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例【人事課】･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例【人事課】･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例【人事課】･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

【３月６日上程分】

島根県退職手当基金条例【財政課】･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

島根県県税条例の一部を改正する条例【税務課】･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

包括外部監査契約の締結について【人事課】･････････････････････････････････････････････････････････････････････････

【２月14日上程分】

令和５年度島根県一般会計補正予算（第９号）＜関係分＞  歳入（総務部）      【財政課】

 歳出（総務部）      【総務課】

令和６年度島根県一般会計予算＜関係分＞  歳入（総務部）      【財政課】

 歳出（総務部）      【総務課】

令和６年度島根県公債管理特別会計予算  歳入（総務部）      【総務課】

令和６年度島根県証紙特別会計予算＜関係分＞  歳入（総務部）      【総務課】

令和６年度島根県総務事務集中処理特別会計予算  歳入（総務部）      【総務課】

【３月６日上程分】

令和５年度島根県一般会計補正予算（第10号）＜関係分＞  歳入（総務部）      【財政課】

 歳出（総務部）      【総務課】

令和５年度島根県公債管理特別会計補正予算（第２号）  歳入（総務部）      【総務課】

令和５年度島根県証紙特別会計補正予算（第２号）＜関係分＞  歳入（総務部）      【総務課】

令和５年度島根県総務事務集中処理特別会計補正予算（第２号）  歳入（総務部）      【総務課】

公立大学法人島根県立大学第４期中期目標素案について【総務課】･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････

総 務 委 員 会 資 料
［総　    務　    部］

令和６年３月７日・８日
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【第24号議案】 

総 務 委 員 会 資 料  

令和６年３月７日・８日 

総 務 部 総 務 課 

 

 

地方自治法の一部を改正する法律等の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

 

１ 提案理由 

  地方自治法の一部を改正する法律及び地方自治法施行令等の一部を改正する政

令の施行に伴い、関係条例について所要の改正を行う必要がある。 

 

 

２ 条例の概要 

  次に掲げる条例の引用する条項の整理 

 

  ⑴ 知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 

改正前 改正後 

地方自治法第243条の２第１項 地方自治法第243条の２の７第１項 

地方自治法施行令第173条第１項第

１号 

地方自治法施行令第173条の４第１

項第１号 

地方自治法施行令第173条第１項第

２号 

地方自治法施行令第173条の４第１

項第２号 

 

⑵ 島根県流域下水道事業の設置等に関する条例 

改正前 改正後 

地方自治法第243条の２の２第８項 地方自治法第243条の２の８第８項 

 

⑶ 島根県公営企業の設置等に関する条例 

  ⑵に同じ。 

 

⑷ 島根県病院事業の設置等に関する条例 

   ⑵に同じ。 

 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日から施行する。 

-1-



【第25号議案】 

総 務 委 員 会 資 料  

令和６年３月７日・８日 

総 務 部 総 務 課 

 

 

行政財産の使用料に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 

１ 提案理由 

  消費税法の改正に伴い、関係条例について所要の改正を行う必要がある。 

 

 

２ 条例の概要 

  次に掲げる条例の規定中「別表第１第１号」を「別表第２第１号」に改める。 

⑴ 行政財産の使用料に関する条例 

⑵ 島根県道路占用料徴収条例 

⑶ 島根県海岸占用料等徴収条例 

⑷ 島根県流水占用料等徴収条例 

⑸ 島根県港湾施設条例 

⑹ 島根県空港条例 

⑺ 港湾区域及び港湾隣接地域に係る占用料等に関する条例 

⑻ 島根県立都市公園条例 

⑼ 島根県漁港管理条例 

 

 

３ 施行期日等 

  公布の日から施行し、令和５年10月１日から適用する。 
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【第 26 号議案】 

 

 

 

 

 

島根県職員定数条例の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

  国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会の開催並びに教員不足に対

応する教育委員会の事務部局の体制の充実を図るため、職員の定数について

所要の改正を行う必要がある。 

 

 

２ 改正内容 

 知事の事務部局の職員（一般会計に属する職員）及び教育委員会の事務部局 

の職員の定数の改正 

区     分 改正前 改正後 増減 

知事の事務部局の職員 

（一般会計に属する職員） 
3,652人  3,602人  △50人  

教育委員会の事務部局の職員 302人  352人  50人  

 

 

３ 施行期日 

令和６年４月１日から施行する。 

総 務 委 員 会 資 料 

令和６年３月７日・８日 

総 務 部 人 事 課 
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【第 27号議案】 

総 務 委 員 会 資 料 

令和６年３月７日・８日 

総 務 部 人 事 課 

 

 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

国立大学法人法の一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

 

２ 改正内容 

  ⑴ 引用する条項の整理 

条例附則第 11 項で引用する「国立大学法人等の退職手当の支給の基準」につい

て、国立大学法人法で定義している条項が、第 35 条から第 35 条の２に改正される

ことによる整理 

⑵ その他規定の整理 

 

３ 施行期日 

令和６年４月１日から施行する。 

ただし、２の⑵については、公布の日から施行する。 
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【第 28号議案】 

総 務 委 員 会 資 料 

令和６年３月７日・８日 

総 務 部 人 事 課 

 

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

原子力災害に対処するため、並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律等の一部を改正する法律及び困難な問題を抱える女性への支援に関する法律

（以下「改正法等」という。）の施行に伴い、職員の特殊勤務手当について所要の改正を

行う必要がある。 

２ 改正内容 

⑴ 原子力災害応急作業従事手当の新設 

職員が原子力緊急事態宣言があった場合において次に掲げる作業に従事したとき

は、その作業内容に応じて次に定める原子力災害応急作業従事手当を支給する。 

作業内容 手当額（日額） 

１ 緊急事態応急対策実施区域に所在する原子力事

業所のうち人事委員会規則で定めるもの（以下「特

定原子力事業所」という。）の敷地内において行う

作業 

⑴ 原子炉建屋（人事委員会規則で定めるものに

限る。）内において行う作業 

⑵ ⑴以外の作業 

 

 

 

 

40,000 円を超えない範囲内で

人事委員会規則で定める額 

20,000 円を超えない範囲内で

人事委員会規則で定める額 

２ 特定原子力事業所に係る原子力災害対策本部長

の指示に基づき設定された区域等を考慮して人事

委員会規則で定める区域において行う作業（１の

作業を除く。） 

10,000 円を超えない範囲内で

人事委員会規則で定める額 

（心身に著しい負担を与えると

人事委員会規則で定める作業は、

当該額にその100分の 100を超え

ない範囲内で人事委員会規則で

定める額を加算した額） 

⑵ 改正法等の施行に伴う規定の整理 

３ 施行期日 

公布の日から施行する。 

ただし、２の⑵については、令和６年４月１日から施行する。 
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【第 29 号議案】 

 

 

 

 

 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

  地方自治法の一部を改正する法律の施行等に伴い、育児休業をしている会計年度任用職

員の勤勉手当等について、所要の改正を行う必要がある。 

 

２ 改正内容 

⑴ 会計年度任用職員の勤勉手当の支給に係る規定の整理 

  勤勉手当の基準日に育児休業をしている会計年度任用職員のうち、基準日以前６箇月

以内の期間において勤務した期間がある職員について、当該基準日に係る勤勉手当を支

給する。 

 

⑵ その他規定の整理 

   

３ 施行期日 

令和６年４月１日から施行する。 

 

総 務 委 員 会 資 料 

令和６年３月７日・８日 

総 務 部 人 事 課 
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【第 30 号議案】 

 

 

 

 

 

 

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

県における地方税に関する事務の合理化等を図るため、地方税共同機構に対して職

員を派遣することについて所要の改正を行う必要がある。 

 

２ 改正の内容 

  職員を派遣することができる公益的法人等に地方税共同機構を追加する。 

 

３ 施行期日 

  令和６年４月１日 

 

〈参考〉 

地方税共同機構 

地方団体が共同して運営する組織として、機構処理税務事務を行うとともに、

地方団体に対してその地方税に関する事務等の支援を行い、もって地方税に関す

る事務の合理化並びに納税義務者及び特別徴収義務者の利便の向上に寄与するこ

とを目的として設立。 

総 務 委 員 会 資 料 

令和６年３月７日・８日 

総 務 部 人 事 課 
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 総 務 委 員 会 資 料 
令和６年３月７日・８日 
総 務 部 財 政 課 【第８１号議案】 

 

 

 

島根県退職手当基金条例 

 

 

１ 提案理由 

 60 歳である定年の年齢が令和５年度から２年に１歳ずつ、段階的に 65 歳に引き

上げられることとなった。 

 そのため、定年引上げ期間中である令和５年度から令和 14 年度までの間は、原

則として定年退職者が２年に一度しか生じないこととなり（令和５年度末は定年退

職者なし）、定年引上げ期間中、退職手当の支給額が年度間で大幅に増減すること

が見込まれることから、財源の年度間調整を図るため、基金を設置する必要がある。 

 

   

２ 施行期日 

  公布の日から施行する。 

 

年  度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14～ 

定  年 61 歳 62 歳 63 歳 64 歳 65 歳 
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【第８２号議案】 

 

 

 

島根県県税条例の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

地方税法等の一部を改正する法律案が国会に提出されたことに伴い、不動産取得

税の税率の特例について所要の改正を行う必要がある。 

 

 

２ 条例の概要 

  （１）不動産取得税の税率の特例措置における適用期限の延長 

住宅及び土地の取得に係る不動産取得税について、100 分の４の税率を 100 分

の３とする特例措置の適用期限を令和９年３月 31日まで延長する。 

 

（２）その他規定の整理 

 

 

３ 施行期日 

令和６年４月１日から施行する。 

なお、この条例は、改正法が令和６年３月 31日までに公布されないときは、その

効力を失うこととする。 

また、改正法による改正後の法律の規定の内容が当該規定に対応する改正後の条

例の規定の内容と異なることとなるときは、廃止するものとする。 

総 務 委 員 会 資 料 

令和 6 年 3 月 7 日・8 日 

総 務 部 税 務 課 
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【第 55 号議案】 

 

 

 

 

 

 

包 括 外 部 監 査 契 約 の 締 結 に つ い て 

 

次のとおり令和６年度に係る包括外部監査契約を締結するものとする。 

 

記 

 

１．契 約 の 目 的  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２．契 約 の 金 額  １２，４１４，０００円を上限とする額 

３．費用の支払方法  契約の定めるところによる 

４．契約の相手方  住 所 松江市東朝日町 
 

            氏 名 中井
な か い

 洋輔
ようすけ

 
 

            資 格 弁護士 

総 務 委 員 会 資 料 

令和６年３月７日・８日 

総 務 部 人 事 課 
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,9

5
9
,6

9
0 

7
3
,0

0
3
,8

7
9 

1
.3

%
 

 ２
．
地

方
消

費
税

清
算

金
3
3
,8

5
8
,9

5
2 

3
3
,8

5
8
,9

5
2 

3
0
,6

3
8
,5

0
5 

1
0
.5

%
 

 ３
．
地

方
譲

与
税

1
3
,9

4
1
,0

0
0 

1
3
,9

4
1
,0

0
0 

1
4
,1

1
4
,0

0
0 

▲
 1

.2
%
 

 ４
．
地

方
特

例
交

付
金

3
5
9
,0

0
0 

3
5
9
,0

0
0 

3
7
4
,0

0
0 

▲
 4

.0
%
 

 ５
．
地

方
交

付
税

1
8
5
,0

0
5
,1

6
7 

1
,8

9
8
,5

8
9 

1
8
6
,9

0
3
,7

5
6 

1
8
4
,6

5
6
,7

6
0 

1
.2

%
 

〃
（
含

臨
時

財
政

対
策

債
）

(1
8
7
,1

6
9
,1

6
7)

(1
,8

9
8
,5

8
9)

(1
8
9
,0

6
7
,7

5
6)

(1
9
1
,6

3
0
,7

6
0)

(▲
 1

.3
%
)

 ６
．
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

1
7
9
,0

0
0 

1
7
9
,0

0
0 

1
8
6
,0

0
0 

▲
 3

.8
%
 

 ７
．
分

担
金

及
び

負
担

金
2
,2

1
9
,7

3
7 

1
0
6
,1

1
9 

2
,3

2
5
,8

5
6 

2
,0

6
3
,2

2
8 

1
2
.7

%
 

 公
共

事
業

関
係

 ８
．
使

用
料

及
び

手
数

料
4
,1

5
1
,2

5
2 

4
,1

5
1
,2

5
2 

4
,2

1
5
,7

9
5 

▲
 1

.5
%
 

 ９
．
国

庫
支

出
金

1
1
6
,7

3
0
,6

5
6 

3
,5

0
5
,1

0
5 

1
2
0
,2

3
5
,7

6
1 

1
3
8
,1

4
5
,0

8
4 

▲
 1

3
.0

%
 

 公
共

事
業

関
係

 3
,3

7
8,

7
8
5、

 公
立

学
校

情
報

機
器

整
備

費
補

助
金

 4
5
8,

2
7
4、

 地
方

創
生

拠
点

整
備

交
付

金
 2

7
9,

4
5
5、

 海
岸

漂
着

物
地

域
対

策
推

進
事

業
費

補
助

金
 2

3
1,

6
9
8、

 社
会

福
祉

施
設

整
備

費
補

助
金

 1
3
6,

2
4
0、

 高
等

学
校

等
デ

ジ
タ

ル
人

材
育

成
支

援
事

業
費

補
助

金
 1

5
0,

0
0
0、

 保
育

対
策

総
合

支
援

事
業

費
補

助
金

 1
0
3,

2
1
8、

 物
価

高
騰

対
応

重
点

支
援

地
方

創
生

臨
時

交
付

金
 ▲

1
,6

4
7,

8
3
7

1
0
．
財

産
収

入
1
,6

2
8
,8

3
6 

1
,6

2
8
,8

3
6 

1
,7

0
5
,4

6
7 

▲
 4

.5
%
 

1
1
．
寄

附
金

9
7
,4

7
9 

2
6
,8

4
8 

1
2
4
,3

2
7 

1
0
3
,4

7
9 

2
0
.1

%
 

 商
工

費
寄

附
金

1
2
．
繰

入
金

1
7
,3

4
4
,8

2
2 

1
7
,3

4
4
,8

2
2 

2
8
,4

8
7
,5

0
8 

▲
 3

9
.1

%
 

1
3
．
繰

越
金

1
9
,2

2
9
,8

2
9 

5
6
,4

7
5 

1
9
,2

8
6
,3

0
4 

1
4
,1

3
7
,9

1
2 

3
6
.4

%
 

1
4
．
諸

収
入

1
2
,9

2
9
,0

9
1 

1
2
,9

2
9
,0

9
1 

1
1
,5

3
9
,9

5
0 

1
2
.0

%
 

1
5
．
県

債
4
9
,3

9
9
,1

0
0 

4
,9

4
7
,4

0
0 

5
4
,3

4
6
,5

0
0 

5
9
,0

2
5
,8

0
0 

▲
 7

.9
%
 

  
〃

 （
除

 臨
時

財
政

対
策

債
）

(4
7
,2

3
5
,1

0
0)

(4
,9

4
7
,4

0
0)

(5
2
,1

8
2
,5

0
0)

(5
2
,0

5
1
,8

0
0)

(0
.3

%
)

合
  

  
  

  
  

 計
 

5
3
1
,0

3
3
,6

1
1 

1
0
,5

4
0
,5

3
6 

5
4
1
,5

7
4
,1

4
7 

5
6
2
,3

9
7
,3

6
7 

▲
 3

.7
%
 

 公
共

事
業

関
係

 4
,5

5
9,

3
0
0

 県
有

施
設

適
正

管
理

事
業

債
 2

8
1,

9
0
0

 社
会

福
祉

施
設

整
備

債
 6

7
,7

0
0

令
和

５
年

度
２

月
一
般
会
計
補
正
予
算
（
2
/
1
4
提
案
分
）
 
歳
入
科
目
別
内
訳
一
覧
表

区
  

  
  

  
  

  
  

  
 分

主
な

補
正

項
目
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一
般

会
計

(単
位

：
千

円
）

補
正

前
の

額
補
　

正
　
額

計

（
Ａ
）

（
Ｂ

）
（
Ａ

）
＋
（

Ｂ
）

6
,4
9
8
,
97
0

▲
 
2,
4
4
1

6
,4
9
6
,
52
9

4
,5
9
8
,
80
5

0
4
,5
9
8
,
80
5

7
4
,6
2
1
,
94
1

1
,
3
98
,
5
8
9

7
6
,0
2
0
,
53
0

3
8
,7
1
6
,
63
1

0
3
8
,7
1
6
,
63
1

6
,2
0
1
,
51
1

0
6
,2
0
1
,
51
1

3
4
4
,
84
1

0
3
4
4
,
84
1

2
,1
7
4
,
16
5

0
2
,1
7
4
,
16
5

9
3
2
,
03
7

0
9
3
2
,
03
7

1
3
4
,0
8
8
,
90
1

1
,
3
96
,
1
4
8

1
3
5
,4
8
5
,
04
9

特
別

会
計

(単
位

：
千

円
）

補
正

前
の

額
補
　

正
　
額

計

（
Ａ
）

（
Ｂ

）
（
Ａ

）
＋
（

Ｂ
）

8
9
,8
2
5
,
43
5

0
8
9
,8
2
5
,
43
5

6
7
1
,
64
4

0
6
7
1
,
64
4

1
0
,4
1
9
,
93
7

0
1
0
,4
1
9
,
93
7

【
第

２
号

議
案

】

歳
 
出

 
総

 
括

 
表

 
〔

総
務

部
〕

課
　
　

　
　
名

総
務

課

税
務

課

人
事

課

財
政

課

令
和

５
年

度
島

根
県

一
般

会
計

補
正

予
算

（
第

９
号

）
〈

関
係

分
〉

税
務

課
証

紙
特

別
会

計

総
務

事
務

セ
ン

タ
ー

総
務

事
務

集
中

処
理

特
別

会
計

管
財

課

会
　
　

計
　
　

名

財
政

課
公

債
管

理
特

別
会

計

課
　

名

合
　
　

　
　
計

営
繕

課

総
務

事
務

セ
ン

タ
ー

情
報

シ
ス

テ
ム

推
進

課

総
務

委
員

会
資

料
令

和
６

年
３

月
７

日
・

８
日
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〔
一
般

会
計

〕

款
項

目

1
34

,0
88

,
90

1
1,

39
6,

14
8

13
5,

48
5
,0

49

総
務

課
6
,4

98
,
97

0
▲

 
2,

44
1

6,
49

6
,5

29

1
島

根
県

立
大

学
授

業
料

等
軽

減
事

業
費

14
5,

53
6

▲
 
2,

44
1

14
3
,0

95
 県

立
大

学
へ

の
授

業
料

等
軽

減
経

費
を

補
助

　
▲

2,
4
41

1
0

6
2

50

人
事

課
4
,5

98
,
80

5
0

4,
59

8
,8

05

財
政

課
74

,6
21

,
94

1
1,

39
8,

58
9

7
6,

02
0
,5

30

1
財

政
調

整
費

1
,6

20
,
00

0
▲

 
50

0,
00

0
1,

12
0
,0

00
 新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
及

び
エ

ネ
ル

ギ
ー

価
格

・
物

価
高

騰
対

策
調

整
費

　
▲

5
00

,0
00

2
1

1
21

2
減

債
基

金
積

立
金

1
3,

34
8

1,
89

8,
58

9
1,

91
1
,9

37
 国

補
正

に
よ

り
、

臨
時

財
政

対
策

債
の

元
利

償
還

金
の

一
部

を
償

還
す

る
た

め
の

財
源

（
地

方
交

付
税

）
が

措
置

さ
れ

た
た

め
、

減
債

基
金

に
積

立
て

　
1,

89
8,

58
9

2
1

7
21

税
務

課
38

,7
16

,
63

1
0

3
8,

71
6
,6

31

管
財

課
6
,2

01
,
51

1
0

6,
20

1
,5

11

営
繕

課
34

4,
84

1
0

34
4
,8

41

情
報

シ
ス

テ
ム

推
進

課
2
,1

74
,
16

5
0

2,
17

4
,1

65

総
務

事
務

セ
ン

タ
ー

93
2,

03
7

0
93

2
,0

37

総
務

部

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

 ［
財

源
］

　
県

 
1,

39
6
,1

48

事
業

名
補

正
前

の
額

補
正

額
補

正
後

の
額

（
単

位
：

千
円

）

予
算

科
目

議
案

資
料

1
掲

載
ペ
ー

ジ

 ［
財

源
］

　
県

 
▲

2,
4
41

 ［
財

源
］

　
県

 
1,

39
8
,5

89
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【
　

第
 ４

 号
 議

 案
　

】
総

務
委

員
会

資
料

（
令

和
６

年
３

月
７

日
・
８

日
）

　
（
単

位
：
千

円
）

Ｒ
６

当
初

Ｒ
５

当
初

増
　

減
増

減
率

(A
)

(B
)

(A
)-

(B
)

(A
)／

(B
)

 １
．
県

税
7
8
,1

8
0
,3

5
1 

7
3
,9

5
9
,6

9
0 

4
,2

2
0
,6

6
1 

5
.7

%
 

 地
方

消
費

税
 ＋

3
,1

6
5,

3
3
9、

法
人

事
業

税
 ＋

1
,7

7
7,

8
0
0、

個
人

県
民

税
 ▲

8
7
1,

2
1
6

 ２
．
地

方
消

費
税

清
算

金
3
2
,1

0
9
,7

9
2 

3
3
,8

5
8
,9

5
2 

▲
 1

,7
4
9
,1

6
0 

▲
 5

.2
%
 

 ３
．
地

方
譲

与
税

1
4
,5

3
3
,0

0
0 

1
3
,9

4
1
,0

0
0 

5
9
2
,0

0
0 

4
.2

%
 

 特
別

法
人

事
業

譲
与

税
 ＋

5
7
7,

0
0
0

 ４
．
地

方
特

例
交

付
金

1
,7

5
7
,0

0
0 

3
5
9
,0

0
0 

1
,3

9
8
,0

0
0 

3
8
9
.4

% 

 ５
．
地

方
交

付
税

1
8
0
,8

0
9
,2

1
2 

1
8
2
,8

3
6
,9

0
1 

▲
 2

,0
2
7
,6

8
9 

▲
 1

.1
%
 

 〃
 （

含
臨

時
財

政
対

策
債

）
(1

8
1
,4

0
3
,2

1
2)

(1
8
5
,0

0
0
,9

0
1)

(▲
 3

,5
9
7
,6

8
9)

(▲
 1

.9
%
) 

 ６
．
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

1
7
0
,0

0
0 

1
7
9
,0

0
0 

▲
 9

,0
0
0
 

▲
 5

.0
%
 

 ７
．
分

担
金

及
び

負
担

金
1
,7

5
8
,0

3
1 

1
,6

8
9
,6

5
7 

6
8
,3

7
4 

4
.0

%
 

 公
共

事
業

関
係

 ＋
6
9
,6

3
6

 ８
．
使

用
料

及
び

手
数

料
4
,1

4
2
,9

9
4 

4
,1

5
1
,2

5
2 

▲
 8

,2
5
8
 

▲
 0

.2
%
 

 空
港

使
用

料
 ▲

3
2
,3

8
9、

家
畜

保
健

衛
生

所
手

数
料

＋
3
2
,1

2
8

 ９
．
国

庫
支

出
金

7
5
,3

5
6
,3

7
7 

9
9
,0

3
1
,1

8
4 

▲
 2

3
,6

7
4
,8

0
7 

▲
 2

3
.9

%
 

 新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

緊
急

包
括

支
援

交
付

金
 ▲

1
7
,8

2
9,

5
3
7、

 感
染

症
予

防
費

負
担

金
 ▲

1
,4

2
0,

3
8
9、

 新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
応

地
方

創
生

臨
時

交
付

金
 ▲

3
,9

1
2,

8
5
7、

 中
小

企
業

再
生

支
援

利
子

補
給

補
助

金
▲

6
5
7,

3
4
8、

 公
共

事
業

関
係

 ▲
5
8
4,

4
1
4、

強
い

農
業

づ
く
り

交
付

金
 ▲

5
6
5,

0
0
0、

 物
価

高
騰

対
応

重
点

支
援

地
方

創
生

臨
時

交
付

金
 ＋

1
,8

6
5,

1
3
0

1
0
．
財

産
収

入
1
,6

3
5
,2

0
1 

1
,6

2
8
,8

3
1 

6
,3

7
0
 

0
.4

%
 

 土
地

売
払

収
入

 ＋
1
6
,8

4
0、

生
産

物
売

払
収

入
 ▲

1
5
,0

9
2

1
1
．
寄

附
金

7
3
,9

0
4 

8
8
,4

5
9 

▲
 1

4
,5

5
5 

▲
 1

6
.5

%
 

 し
ま

ね
社

会
貢

献
基

金
事

業
費

寄
附

金
 ▲

1
4
,9

0
7

1
2
．
繰

入
金

1
2
,2

7
5
,2

2
9 

1
1
,9

5
5
,6

0
6 

3
1
9
,6

2
3 

2
.7

%
 

 減
債

基
金

繰
入

金
 ＋

1
,0

7
3,

9
5
2、

 市
町

村
振

興
資

金
会

計
繰

入
金

 ＋
2
0
0,

0
0
0、

 国
民

ス
ポ

ー
ツ

大
会

等
開

催
基

金
繰

入
金

＋
8
3
,8

2
1、

電
気

事
業

会
計

繰
入

金
 ＋

8
0
,0

0
0 

、
 財

政
調

整
基

金
繰

入
金

 ▲
5
0
0,

0
0
0、

 制
度

融
資

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

基
金

繰
入

金
 ▲

7
9
9,

8
2
6

1
3
．
繰

越
金

4
,2

4
8
,3

4
0 

5
,8

3
3
,0

2
4 

▲
 1

,5
8
4
,6

8
4 

▲
 2

7
.2

%
 

 交
付

税
（
臨

時
経

済
対

策
費

）
活

用
相

当
分

 ▲
1
,5

8
4,

6
8
4

1
4
．
諸

収
入

1
3
,2

3
0
,3

0
4 

1
2
,9

1
9
,7

9
3 

3
1
0
,5

1
1 

2
.4

%
 

 農
林

金
融

対
策

費
貸

付
金

元
利

収
入

 ＋
3
8
6,

4
6
1

1
5
．
県

債
4
1
,4

1
4
,2

0
0 

3
9
,9

2
8
,4

0
0 

1
,4

8
5
,8

0
0 

3
.7

%
 

  
〃

 （
除

臨
時

財
政

対
策

債
）

(4
0
,8

2
0
,2

0
0)

(3
7
,7

6
4
,4

0
0)

(3
,0

5
5
,8

0
0)

(8
.1

%
) 

合
  
  
  
  
  
 計

 
4
6
1
,6

9
3
,9

3
5 

4
8
2
,3

6
0
,7

4
9 

▲
 2

0
,6

6
6
,8

1
4 

▲
 4

.3
%
 

令
和

６
年
度
一
般
会
計
当
初
予
算
 
 
歳
入
科
目

別
内
訳
一
覧
表

区
  

  
  

  
  

  
  

  
 分

主
な

増
減

 空
港

周
辺

整
備

債
 ＋

1
,7

1
8,

1
0
0、

 防
災

施
設

整
備

債
 ＋
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１．令和６年度当初予算案

（単位：千円）

県債
(※１)

企業会計
利益剰余金
（※２）

国スポ等
開催基金

一般財源

95,390 11,569 83,821 83,821 0

360,961 5,500 355,461 355,461

1,205,524 285,000 57,000 863,524 345,800 380,000 137,724

1,661,875 285,000 74,069 1,302,806 345,800 380,000 83,821 493,185

(※１)県債の元利償還金に対する交付税措置率は20～30%程度であり、残りは県実負担となる

(※２)このほか再生可能エネルギーの利用促進等に100,000千円活用している

(※３)浜山公園整備、練習施設整備を含む

２．今後の対応

　総事業費は先催県の平均値等に基づく見込みであり、近年の資材価格等の高騰など

により上振れの可能性がある。

①開催準備経費・運営費　…総事業費 90億円程度 ※Ｒ元以降開催４県の平均値

　・引き続き、決算剰余金を活用し、財源となる国民スポーツ大会等開催基金の積立を行い

　　ながら、その取崩しにより対応する。

　【参考】国民スポーツ大会等開催基金　Ｒ６年度末残高見込 54億円

②競技力向上対策　…総事業費 36億円程度 ※Ｈ29以降開催６県の平均値

　・先催県での事業費36億円を目安に、一般財源を確保しながら計画的に事業執行を行う。

③施設整備費　…総事業費 140億円程度（試算値）

   ※Ｈ29以降開催で既存施設の改修を中心に整備した４県の最大値

　・令和６年度に実施される中央競技団体の視察での指摘事項等を踏まえ、施設整備の詳細

　　な整備内容を検討し、令和７年度中を目途に概算事業費を決定する。

　・多額の県負担が生じる見込みであることから、再生可能エネルギー固定価格買取制度の

　　適用等による企業会計（電気事業）利益剰余金の一部を活用し、一般財源の縮減を図る。

③施設整備(※３)

合計

②競技力向上対策

国民スポーツ大会関連予算と財源について

項目 事業費 国費 負担金
寄附金

県負担

①開催準備経費

総務委員会資料

令和６年３月７日・８日

総務部財政課
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概
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踏
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催
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］
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支
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収
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②
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収
支
不

足
が
続

い
て
お

り
、
収

支

不
足

は
大
学

等
奨
学

金
原
資

か
ら
充

当
し
て

い
る
現

状
 

 
 

・
 

今
後
、

直
近
２

か
年
の

新
規
入

寮
者
数

を
確
保

し
た
場

合
で
も

、

会
館

事
業
の

収
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①
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1
,
8
4
8

0
2

1
1
2

9
5

1
3
竹

島
領

土
権

確
立

対
策
事

業
費

3
4
,
2
8
8

3
8
,
9
9
0

4
,
7
0
2

2
1

1
2

9
5

1
4
拉

致
問

題
啓

発
事

業
費

0
1
,
4
5
8

1
,
4
5
8

2
1

1
2

9
5

1
5
商

工
労

政
事

務
費

4
,
9
8
5

2
,
4
3
7

▲
 
2
,
5
4
8

7
1

1
1
7
5

1
6
専

修
学

校
進

学
者

特
別
支

援
事

業
費

4
0
2

4
0
2

0
1
0

1
5

2
0
5

1
7
中

山
間

地
域

・
離

島
で
の

資
格

取
得
促

進
事

業
費

3
,
7
5
0

3
,
7
5
0

0
1
0

1
5

2
0
5

1
8
大

学
等

奨
学

事
業

費
1
,
6
6
3

1
0
,
8
4
6

9
,
1
8
3

1
0

1
5

2
0
5

1
9
公

立
大

学
法

人
評

価
・
管

理
事

業
費

5
4
7

5
8
7

4
0

1
0

9
2

2
2
3

2
0
公

立
大

学
法

人
島

根
県
立

大
学

運
営
支

援
事

業
費

2
,
1
9
8
,
4
1
7

2
,
1
9
0
,
9
7
0

▲
 
7
,
4
4
7

1
0

6
2

2
1
6

2
1
島

根
県

立
大

学
授

業
料
等

軽
減

事
業
費

1
4
5
,
5
3
6

1
6
0
,
1
1
9

1
4
,
5
8
3

1
0

6
2

2
1
6

2
2
私

立
学

校
・

学
校

法
人
の

管
理

監
督
事

務
費

5
9
4

5
8
8

▲
 
6

1
0

9
1

2
2
3

2
3
私

立
学

校
経

営
健

全
性
確

保
事

業
費

1
,
5
9
3
,
5
5
1

1
,
5
4
3
,
7
3
9

▲
 
4
9
,
8
1
2

1
,
4
7
0
,
1
1
2

1
0

9
1

2
2
3

4
7
,
7
9
2

 
日
本

私
立

学
校
振

興
・

共
済

事
業

団
補

助
金

等
2
5
,
8
3
5

事
業

名
Ｒ

５
当

初
Ｒ

６
当

初
比

較

 
行
政

資
料

検
索
シ

ス
テ

ム
運

営
管

理
費

等

 
施
設

維
持

管
理
等

事
務

所
運

営
経

費

 
一
般

職
員

　
1
人

 
［
財

源
］

　
国
 
1
,
2
8
7
,
6
3
7
　

使
 
3
8
,
1
5
2
　

債
 
2
,
1
8
9
,
8
0
0
　

他
 
1
,
9
9
3
,
7
1
0
　

県
 
1
1
4
,
7
0
6
,
8
9
0

 
公
益

認
定

等
審
議

会
運

営
経

費
等

議
案

資
料

2
掲

載
ペ

ー
ジ

予
算

科
目

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

 
総
合

文
書

管
理
シ

ス
テ

ム
運

営
管

理
費

 
［
財

源
］

　
国
 
1
,
2
8
3
,
3
8
8
　

他
 
4
5
9
,
9
1
6
　

県
 
4
,
7
3
4
,
5
5
1

 
一
般

職
員

　
1
1
8
人

 
支
庁

県
民

セ
ン
タ

ー
運

営
経

費

 
一
般

職
員

 
 
6
人

（
単

位
：

千
円

）

 
奨
学

金
事

業
事
務

費

（
う

ち
 
［

エ
ネ
ル

ギ
ー

価
格

・
物

価
高

騰
対

応
］

　
県

立
大
学

生
に

対
す
る

授
業

料
減

免
の

拡
充

　
6
,
1
6
2
）

 
私

立
学

校
振

興
費

補
助

金
・

私
立

専
修

学
校

教
育

活
動

費
補

助
金
等

 
島
根

県
立

大
学
運

営
費

交
付

金

 
大
学

生
・

専
修
学

校
生

等
向

け
奨

学
金

事
業

事
務

費

 
拉
致

問
題

啓
発
推

進
経

費

 
竹
島

問
題

啓
発
推

進
経

費

 
授
業

料
等

軽
減
事

業

 
島
根

県
私

学
教
育

振
興

会
補

助
金

等

（
う

ち
［
エ

ネ
ル

ギ
ー
価

格
・

物
価

高
騰

対
応

］
　

私
立

学
校

の
光

熱
費
等

増
嵩

分
に

対
す

る
支

援
　

5
7
,
4
3
8
）
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款
項

目
事

業
名

Ｒ
５

当
初

Ｒ
６

当
初

比
較

議
案

資
料

2
掲

載
ペ

ー
ジ

予
算

科
目

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

2
4
私

立
学

校
教

育
条

件
維
持

向
上

事
業
費

9
7
,
1
0
7

9
4
,
1
4
1

▲
 
2
,
9
6
6

5
2
,
0
8
9

1
0

9
1

2
2
3

 
私
立

学
校

魅
力
と

特
色

あ
る

学
校

づ
く

り
推

進
事

業
等

4
2
,
0
5
2

2
5
私

立
学

校
就

学
支

援
事
業

費
1
,
2
3
7
,
6
2
8

1
,
2
0
8
,
1
5
8

▲
 
2
9
,
4
7
0

9
7
2
,
7
6
8

1
0

9
1

2
2
3

 
高
等

学
校

等
奨
学

の
た

め
の

給
付

金
事

業
6
4
,
3
6
4

1
7
1
,
0
2
6

（
う

ち
［
エ

ネ
ル

ギ
ー
価

格
・

物
価

高
騰

対
応

］
　

専
修

学
校

生
徒

に
対
す

る
授

業
料

減
免

の
拡

充
　

1
,
4
0
0
）

 
私
立

専
修

学
校
授

業
料

等
軽

減
事

業

 
高
等

学
校

等
就
学

支
援

事
業

 
私
立

高
等

学
校
等

生
徒

授
業

料
減

免
事

業
補

助
金

（
う

ち
［
能

登
半

島
地
震

対
応

］
被

災
者

の
負

担
軽

減
措

置
　

5
,
0
3
9
）
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款
項

目
事

業
名

Ｒ
５

当
初

Ｒ
６

当
初

比
較

議
案

資
料

2
掲

載
ペ

ー
ジ

予
算

科
目

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

人
事

課
4
,
5
1
3
,
8
8
2

4
,
4
6
3
,
2
0
7

▲
 
5
0
,
6
7
5

1
人

件
費

 
一

般
職
給

与
3
,
3
0
4
,
4
7
7

3
,
1
7
0
,
5
1
1

▲
 
1
3
3
,
9
6
6

2
1

1
8
9

2
職

員
退

職
手

当
 
特

別
職

4
2
,
0
8
6

0
▲

 
4
2
,
0
8
6

2
1

1
―

3
共

済
組

合
支

援
事

業
費

3
7
,
6
6
0

3
3
,
8
7
7

▲
 
3
,
7
8
3

2
1

2
9
0

4
人

事
管

理
諸

費
6
1
6
,
8
6
3

7
5
3
,
6
3
2

1
3
6
,
7
6
9

6
2
9
,
7
5
8

2
1

2
9
0

1
1
3
,
8
7
4

1
0
,
0
0
0

5
労

働
安

全
・

衛
生

事
務
費

1
4
,
3
2
0

1
6
,
3
2
8

2
,
0
0
8

2
1

2
9
0

6
行

政
管

理
諸

費
1
1
,
3
1
3

1
9
,
9
3
0

8
,
6
1
7

2
1

2
9
0

7
行

政
改

革
推

進
費

1
2
3
,
2
5
6

9
2
,
6
3
7

▲
 
3
0
,
6
1
9

2
1

2
9
0

8
健

康
診

断
事

業
費

5
5
,
3
4
4

6
0
,
7
8
2

5
,
4
3
8

2
1

2
9
0

9
健

康
相

談
・

指
導

事
務
費

2
8
7

2
8
7

0
2

1
2

9
0

1
0
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策
事

業
費

1
4
,
5
4
5

1
5
,
7
8
1

1
,
2
3
6

2
1

2
9
0

1
1
2
1
世

紀
の

し
ま

ね
を

担
う

県
・

市
町
村

職
員

の
人

材
育

成
事

業
費

2
4
,
5
1
7

2
7
,
1
4
3

2
,
6
2
6

2
1

2
9
0

1
2
新

人
事

給
与

シ
ス

テ
ム
運

営
費

1
0
2
,
1
2
9

9
4
,
6
6
6

▲
 
7
,
4
6
3

2
1

2
9
0

1
3
自

治
研

修
所

研
修

事
業
費

8
0
,
4
2
7

9
3
,
7
5
6

1
3
,
3
2
9

2
1

2
9
0

1
4
職

員
会

館
管

理
・

運
営
事

業
費

1
2
,
8
7
8

1
7
,
0
6
2

4
,
1
8
4

2
1

2
9
0

1
5
職

員
派

遣
研

修
事

業
費

7
,
3
5
6

9
,
2
1
4

1
,
8
5
8

 
2

1
2

9
0

1
6
福

利
厚

生
諸

費
6
,
0
5
0

6
,
7
0
9

6
5
9

2
1

2
9
0

1
7
給

与
管

理
諸

費
1
2
,
1
4
7

1
2
,
5
1
2

3
6
5

2
1

2
9
0

1
8
公

務
災

害
補

償
事

務
費

2
,
6
7
2

2
,
8
8
6

2
1
4

2
1

2
9
0

1
9
県

職
員

恩
給

費
3
,
1
7
4

1
,
5
7
4

▲
 
1
,
6
0
0

2
1

1
0

9
5

2
0
警

察
職

員
恩

給
費

1
2
,
8
3
9

9
,
7
1
0

▲
 
3
,
1
2
9

 
9

1
6

2
0
1

2
1
教

育
職

員
恩

給
費

2
9
,
5
4
2

2
4
,
2
1
0

▲
 
5
,
3
3
2

 
1
0

1
8

2
0
6

 
自
治

大
学

校
等
派

遣
研

修
、

海
外

派
遣

研
修

 
被
服

貸
与

経
費

 
産
業

医
の

設
置
等

 
研
修

セ
ン

タ
ー
管

理
費

 
人
事

評
価

制
度
運

用
事

業
等

 
職
員

会
館

維
持
管

理
費

 
定
期

健
康

診
断
等

 
一
般

職
員

　
4
4
人

　
時

間
外

手
当

（
知

事
部

局
全

職
員

分
）

等

 
働
き

方
改

革
推
進

費

 
心
の

健
康

づ
く
り

支
援

事
業

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
制

度
実

施
事

業
等

 
人
事

給
与

シ
ス
テ

ム
運

営
管

理
費

 
障
が

い
者

雇
用
推

進
経

費
等

 
共
済

事
務

費
負
担

金

 
職
員

研
修

経
費

 
産
休

育
休

等
代
替

職
員

経
費

 
［
財

源
］

　
他
 
5
8
,
5
6
8
　

県
 
4
,
4
0
4
,
6
3
9

［
能

登
半
島

地
震

対
応
］

職
員

派
遣

経
費
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款
項

目
事

業
名

Ｒ
５

当
初

Ｒ
６

当
初

比
較

議
案

資
料

2
掲

載
ペ

ー
ジ

予
算

科
目

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

財
政

課
6
1
,
9
6
0
,
7
8
9

5
6
,
9
5
6
,
3
0
2

▲
 
5
,
0
0
4
,
4
8
7

 
1
人

件
費

 
一

般
職
給

与
1
5
3
,
6
0
2

1
5
7
,
1
0
1

3
,
4
9
9

2
1

1
8
9

 
2
財

政
調

整
費

1
,
6
2
0
,
0
0
0

1
,
1
2
0
,
0
0
0

▲
 
5
0
0
,
0
0
0

1
,
0
0
0
,
0
0
0

2
1

1
8
9

1
2
0
,
0
0
0

 
3
財

政
管

理
運

営
費

2
7
,
4
7
6

2
9
,
0
3
3

1
,
5
5
7

2
1

5
9
1

 
4
予

算
編

成
支

援
シ

ス
テ
ム

運
営

費
2
4
,
7
5
2

4
6
,
5
9
5

2
1
,
8
4
3

3
6
,
6
5
0

2
1

5
9
1

8
,
2
8
0

1
,
6
6
5

5
新

地
方

公
会

計
導

入
経
費

7
,
4
4
4

1
0
,
1
6
5

2
,
7
2
1

2
1

5
9
1

6
減

債
基

金
積

立
金

1
3
,
3
4
8

1
8
,
6
9
3

5
,
3
4
5

2
1

7
9
3

7
財

政
調

整
基

金
積

立
金

7
1
,
2
1
1

7
1
,
5
0
5

2
9
4

2
1

7
9
3

 
8
元

金
償

還
金

5
4
,
8
0
9
,
4
5
1

5
0
,
1
3
7
,
2
5
9

▲
 
4
,
6
7
2
,
1
9
2

1
2

1
1

2
2
9

4
0
,
9
6
5
,
1
1
5

9
,
1
7
2
,
1
4
4

 
9
利

子
償

還
金

4
,
7
5
9
,
5
7
9

4
,
8
8
0
,
3
5
3

1
2
0
,
7
7
4

4
,
8
7
0
,
3
5
3

1
2

1
2

2
2
9

1
0
,
0
0
0

 
1
0
公

債
関

係
事

務
費

1
7
3
,
9
2
6

1
8
5
,
5
9
8

1
1
,
6
7
2

1
2

1
3

2
2
9

［
債

務
負
担

行
為

］
起
債

管
理

シ
ス

テ
ム

更
新

整
備

事
業

費

　
　

　
　
　

　
　

　
R
6
～

1
2
　

3
,
7
1
5
千

円

1
1
予

備
費

3
0
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0

0
1
4

1
1

2
4
3

 
　
 
　

　
　

　
　

　
R
6
～

1
6
　

1
3
3
,
5
0
0
,
0
0
0
千

円

［
債

務
負
担

行
為

］
地
方

債
の

共
同

発
行

に
よ

っ
て

生
ず

る
連

帯
債

務

［
債

務
負
担

行
為

］
地
方

債
の

共
同

発
行

に
よ

っ
て

生
ず

る
連

帯
債

務

 
　
　

　
　

　
　
　

 
R
6
～

1
6
　

1
3
3
,
5
0
0
,
0
0
0
千

円
に

対
す

る
利

子
相

当

 
［
財

源
］

　
国
 
3
7
3
　

他
 
1
,
2
5
6
,
7
5
7
　

県
 
5
5
,
6
9
9
,
1
7
2

 
運
用

利
息

の
積
立

 
一
般

管
理

費

 
エ
ネ

ル
ギ

ー
価
格

・
物

価
高

騰
対

策
調

整
費

 
公
債

管
理

特
別
会

計
繰

出
金

 
長
期

債
利

子

 
運
用

利
息

の
積
立

 
引
受

手
数

料
等

 
一
時

借
入

金

 
　
定

時
償

還
分

　
 
減

債
基

金
（
満

期
一

括
勘

定
）

分

 
一
般

職
員

　
2
2
人

 
シ
ス

テ
ム

更
新
経

費

 
シ
ス

テ
ム

運
用
経

費

 
シ
ス

テ
ム

改
修
経

費
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款
項

目
事

業
名

Ｒ
５

当
初

Ｒ
６

当
初

比
較

議
案

資
料

2
掲

載
ペ

ー
ジ

予
算

科
目

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

税
務

課
3
8
,
7
1
4
,
4
1
4

4
1
,
0
5
9
,
9
7
5

2
,
3
4
5
,
5
6
1

1
人

件
費

 
一

般
職
給

与
7
0
2
,
9
4
3

7
0
5
,
3
6
1

2
,
4
1
8

2
3

1
1
0
1

2
税

務
管

理
費

6
1
,
7
9
2

7
2
,
5
0
5

1
0
,
7
1
3

2
3

1
1
0
1

3
市

町
村

税
支

援
事

業
費

9
0
6

7
0
0

▲
 
2
0
6

2
3

1
1
0
1

4
県

税
電

子
申

告
シ

ス
テ
ム

整
備

事
業
費

9
3
,
9
2
5

9
8
,
3
1
8

4
,
3
9
3

6
8
,
8
5
9

2
3

2
1
0
1

2
9
,
4
5
9

5
納

税
事

務
費

1
,
8
2
5
,
0
5
2

1
,
9
3
7
,
5
9
6

1
1
2
,
5
4
4

1
,
0
7
5
,
2
0
3

2
3

2
1
0
1

1
2
,
1
9
9

 
（
交

付
先

：
島
根

県
自

動
車

整
備

振
興

会
）

1
2
2
,
8
5
6

 
（
交

付
先

：
特
別

徴
収

義
務

者
）

6
3
3
,
9
1
3

4
9
,
8
2
5

4
3
,
6
0
0

［
債

務
負
担

行
為

］
納
税

事
務

費
　

R
6
～

7
　

1
7
,
3
4
4
千

円

6
税

務
総

合
オ

ン
ラ

イ
ン
事

務
費

3
3
0
,
9
7
7

3
3
3
,
6
5
8

2
,
6
8
1

1
5
2
,
7
8
9

2
3

2
1
0
1

1
8
0
,
8
6
9

　
・

　
税
制

改
正

対
応
分

　
R
6
～

1
1
　

1
7
2
,
0
0
0
千

円

　
・

　
電
子

申
告

対
応
分

　
R
6
～

1
1
　

4
2
,
1
3
5
千

円

7
賦

課
徴

収
諸

費
2
7
,
0
7
1

2
7
,
0
7
1

0
2

3
2

1
0
1

8
課

税
事

務
費

1
7
,
6
8
0

1
9
,
7
2
2

2
,
0
4
2

2
3

2
1
0
1

9
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付
金

6
7
,
4
3
9

5
8
,
3
6
9

▲
 
9
,
0
7
0

1
3

2
1

2
3
2

1
0
利

子
割

交
付

金
6
4
,
2
0
7

6
5
,
2
1
4

1
,
0
0
7

1
3

8
1

2
3
5

1
1
地

方
消

費
税

交
付

金
1
6
,
9
7
2
,
3
6
7

1
6
,
1
0
4
,
0
1
4

▲
 
8
6
8
,
3
5
3

1
3
1
1

1
2
3
6

1
2
地

方
消

費
税

清
算

金
1
6
,
2
9
2
,
2
6
6

1
9
,
1
0
8
,
9
0
8

2
,
8
1
6
,
6
4
2

1
3
1
2

1
2
3
7

1
3
配

当
割

交
付

金
4
3
6
,
3
6
6

3
4
6
,
0
8
5

▲
 
9
0
,
2
8
1

1
3
1
3

1
2
3
8

1
4
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交
付

金
2
2
7
,
2
1
0

3
8
1
,
8
2
7

1
5
4
,
6
1
7

1
3
1
4

1
2
3
9

1
5
自

動
車

税
環

境
性

能
割
交

付
金

1
9
1
,
0
9
9

2
7
7
,
1
9
6

8
6
,
0
9
7

1
3
1
5

1
2
4
0

1
6
法

人
事

業
税

交
付

金
1
,
4
0
3
,
1
1
4

1
,
5
2
3
,
4
3
1

1
2
0
,
3
1
7

1
3
1
6

1
2
4
1

［
債

務
負
担

行
為

］
税
務

総
合

オ
ン

ラ
イ

ン
事

務
費

　
・

　
次
期

シ
ス

テ
ム
構

築
　

R
6
～

1
3
　

1
,
2
4
3
,
5
5
8
千

円

 
市
町

村
税

の
相
談

・
研

修
・

調
整

事
務

 
軽
油

引
取

税
等
特

別
徴

収
義

務
者

報
償

金
等

 
証
紙

代
金

収
納
計

器
取

扱
手

数
料

 
地
方

消
費

税
徴
収

取
扱

費

 
市
町

村
交

付
金

 
シ
ス

テ
ム

運
用
経

費

 
個
人

県
民

税
徴
収

取
扱

費
（

市
町

村
交

付
金

）

 
検
査

軽
油

分
析
委

託
費

等

 
地
方

税
共

通
納
税

シ
ス

テ
ム

導
入

対
応

経
費

 
税
務

関
係

団
体
負

担
金

等

 
［
財

源
］

　
他
 
4
,
0
3
8
　

県
 
4
1
,
0
5
5
,
9
3
7

 
県
税

還
付

金

 
納
税

事
務

費

 
一
般

職
員

　
1
0
1
人

 
シ
ス

テ
ム

運
用
管

理
費

 
市
町

村
交

付
金

 
シ
ス

テ
ム

改
修
経

費

 
都
道

府
県

間
の
清

算

 
市
町

村
交

付
金

 
市
町

村
交

付
金

 
市
町

村
交

付
金

 
市
町

村
交

付
金

 
市
町

村
交

付
金
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款
項

目
事

業
名

Ｒ
５

当
初

Ｒ
６

当
初

比
較

議
案

資
料

2
掲

載
ペ

ー
ジ

予
算

科
目

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

管
財

課
6
,
1
6
6
,
3
9
0

7
,
1
0
4
,
8
1
6

9
3
8
,
4
2
6

1
人

件
費

 
一

般
職
給

与
1
5
9
,
5
1
8

1
6
2
,
9
0
5

3
,
3
8
7

2
1

1
8
9

2
職

員
宿

舎
整

備
事

業
費

5
3
5

9
1
3

3
7
8

2
1

7
9
3

3
公

有
財

産
管

理
費

2
1
0
,
4
2
1

2
3
3
,
5
5
1

2
3
,
1
3
0

2
1

7
9
3

4
宿

舎
管

理
費

1
8
9
,
3
2
8

2
0
4
,
4
8
3

1
5
,
1
5
5

2
1

7
9
3

5
県

庁
舎

等
管

理
費

1
7
7
,
2
6
3

1
7
7
,
3
1
7

5
4

2
1

7
9
3

6
県

営
建

物
維

持
修

繕
費

3
,
8
4
0
,
1
5
4

3
,
8
4
6
,
2
1
6

6
,
0
6
2

3
,
7
5
6
,
2
3
4

2
1

7
9
3

8
9
,
9
8
2

　
・

　
県
営

建
物

維
持
修

繕
費

　
R
6
～

7
　

1
,
6
5
6
,
5
5
3
千

円

　
・

　
本
庁

舎
外

空
調
設

備
更

新
事

業
　

R
7
　

2
8
,
9
4
4
千

円

7
財

産
管

理
諸

費
5
,
2
0
8

5
,
3
6
4

1
5
6

2
1

7
9
3

8
県

有
財

産
の

有
効

活
用
事

務
事

業
費

9
3
,
7
6
5

8
7
,
8
2
0

▲
 
5
,
9
4
5

2
1

7
9
3

9
県

営
建

物
維

持
管

理
費

1
,
2
0
2
,
9
9
6

1
,
2
5
3
,
5
0
0

5
0
,
5
0
4

2
1

7
9
3

　
・

　
県
庁

・
隠

岐
地
区

　
R
6
～

8
　

8
4
,
8
5
6
千

円

　
・

　
県
央

・
浜

田
・
益

田
地

区
　

R
6
～

9
　

1
5
7
,
3
5
6
千

円

　
・

　
警
備

業
務

　
R
6
～

1
1
　

1
,
0
7
9
,
8
9
5
千

円

　
・

　
自
家

用
電

気
工
作

物
保

安
管

理
業

務
　

R
6
～

9
　

4
6
,
6
0
2
千

円

　
・

　
一
般

廃
棄

物
収
集

及
び

運
搬

業
務

　
R
6
～

9
　

3
7
,
9
5
0
千

円

　
・

　
浄
化

槽
維

持
管
理

業
務

　
R
6
～

9
　

5
5
,
0
7
7
千

円

　
　

　
R
6
～

7
　
2
7
,
5
8
2
千

円

［
債

務
負
担

行
為

］
島
根

県
有

庁
舎

機
械

警
備

業
務

費
　

R
6
～

9
　

9
,
5
3
9
千

円

［
債

務
負
担

行
為

］
島
根

県
合

同
庁

舎
警

備
業

務
費

　
R
6
～

8
　

5
0
,
7
8
8
千

円

［
債

務
負
担

行
為

］
島
根

県
庁

（
本

庁
舎

）
監

視
カ

メ
ラ

シ
ス

テ
ム

設
置

業
務

費

　
　

　
　
　

　
　

　
R
6
～

8
　

1
,
5
8
7
千

円

　
・

　
昇
降

機
保

守
業
務

　
R
6
～

8
　

5
,
1
0
6
千

円

 
 
・

　
中
山

間
地

域
研
究

セ
ン

タ
ー

警
備

及
び

清
掃

等
業

務

 
 
・

　
本
庁

舎
受

付
及
び

電
話

交
換

業
務

　
R
6
～

8
　

4
,
0
2
4
千

円

 
 
・

　
松
江

・
雲

南
・
出

雲
地

区
　

R
6
～

1
0
　

2
7
0
,
9
3
6
千

円

　
・

　
清
掃

業
務

　
R
6
～

7
　

2
6
1
,
5
7
5
千

円

 
県
庁

舎
、

合
同
庁

舎
等

の
施

設
維

持
管

理
経

費
等

 
未
利

用
県

有
財
産

の
売

却
促

進

 
宿
舎

借
上

料
、
宿

舎
管

理
業

務
委

託
費

等

（
う

ち
［
エ

ネ
ル

ギ
ー
価

格
・

物
価

高
騰

対
策

］
　

庁
舎

の
光

熱
費

増
嵩
分

に
対

す
る

措
置

　
6
,
9
0
0
）

 
小
破

修
繕

等

［
債

務
負
担

行
為

］
県
営

建
物

維
持

修
繕

費

［
債

務
負
担

行
為

］
島
根

県
有

施
設

管
理

業
務

費

 
［
財

源
］

　
使
 
3
8
,
1
5
2
　

債
 
2
,
1
8
9
,
8
0
0
　

他
 
8
5
,
4
7
3
　

県
 
4
,
7
9
1
,
3
9
1

 
国
有

資
産

等
所
在

市
町

村
交

付
金

等

 
職
員

宿
舎

整
備
費

 
県
有

施
設

長
寿
命

化
推

進
事

業
費

 
一
般

職
員

　
2
4
人

 
施
設

借
上

、
光
熱

水
費

等
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款
項

目
事

業
名

Ｒ
５

当
初

Ｒ
６

当
初

比
較

議
案

資
料

2
掲

載
ペ

ー
ジ

予
算

科
目

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

1
0
合

同
庁

舎
等

管
理

運
営
費

2
8
7
,
0
8
2

2
8
3
,
1
4
7

▲
 
3
,
9
3
5

2
1

8
9
3

1
1
県

庁
舎

等
整

備
事

業
費

0
8
4
9
,
4
8
0

8
4
9
,
4
8
0

 
2

1
1
1

9
5

1
2
土

地
開

発
基

金
事

業
費

1
2
0

1
2
0

0
1
3

1
1

2
3
1

（
う

ち
［
エ

ネ
ル

ギ
ー
価

格
・

物
価

高
騰

対
策

］
　

庁
舎

の
光

熱
費

増
嵩
分

に
対

す
る

措
置

　
1
5
4
,
9
5
1
）

 
光
熱

水
費

等

 
第
４

分
庁

舎
整
備

費

 
運
用

利
息

の
積
立
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款
項

目
事

業
名

Ｒ
５

当
初

Ｒ
６

当
初

比
較

議
案

資
料

2
掲

載
ペ

ー
ジ

予
算

科
目

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

営
繕

課
3
6
1
,
0
2
7

3
5
3
,
2
0
2

▲
 
7
,
8
2
5

1
人

件
費

 
一

般
職
給

与
3
3
1
,
1
7
6

3
2
2
,
4
3
7

▲
 
8
,
7
3
9

8
6

1
1
9
7

2
営

繕
管

理
費

1
1
,
8
3
2

1
2
,
1
4
3

3
1
1

8
6

1
1
9
7

3
営

繕
諸

費
1
8
,
0
1
9

1
8
,
6
2
2

6
0
3

8
6

1
1
9
7

情
報

シ
ス

テ
ム

推
進

課
2
,
1
6
5
,
5
2
0

2
,
7
9
8
,
3
2
2

6
3
2
,
8
0
2

1
人

件
費

　
一

般
職

給
与

1
0
8
,
7
6
0

1
1
0
,
1
9
3

1
,
4
3
3

2
1

1
8
9

2
電

子
県

庁
推

進
事

業
費

1
,
2
8
5
,
4
6
6

1
,
8
7
8
,
6
6
7

5
9
3
,
2
0
1
 
電
子

県
庁

基
盤
整

備
費

4
0
,
1
0
7

2
1

2
9
0

 
全
庁

共
有

シ
ス
テ

ム
整

備
運

用
管

理
費

1
,
4
8
6
,
3
6
1

 
内
部

系
仮

想
基
盤

構
築

保
守

費
2
5
0
,
6
4
0

 
行
政

情
報

化
推
進

費
7
8
,
3
1
0

 
デ
ジ

タ
ル

人
材
育

成
事

業
費

9
,
3
7
2

 
次
期

Ｎ
Ｗ

等
全
体

構
想

検
討

事
業

費
1
3
,
8
7
7

　
　

　
　
　

　
　

　
R
7
～

1
0
　

1
3
2
,
7
8
5
千

円

3
行

政
情

報
通

信
基

盤
整
備

事
業

費
3
0
4
,
0
9
8

3
4
7
,
7
8
4

4
3
,
6
8
6
 
全
県

域
Ｗ

Ａ
Ｎ
運

用
管

理
業

務
費

3
0
5
,
8
6
6

2
1

2
9
0

 
総
合

行
政

ネ
ッ
ト

ワ
ー

ク
（

Ｌ
Ｇ

Ｗ
Ａ

Ｎ
）

整
備

運
用

費
4
1
,
9
1
8

4
情

報
安

全
対

策
実

施
事
業

費
3
4
5
,
1
5
8

3
5
8
,
0
5
7

1
2
,
8
9
9
 
情
報

安
全

対
策
実

施
費

4
8
,
9
4
4

2
1

2
9
0

 
自
治

体
情

報
セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

抜
本

的
強

化
対

策
費

3
0
9
,
1
1
3

5
社

会
保

障
・

税
番

号
制
度

シ
ス

テ
ム
整

備
事

業
費

1
6
,
9
8
5

2
6
,
9
9
4

1
0
,
0
0
9

2
1

2
9
0

6
職

員
の

働
き

方
改

革
環
境

整
備

費
9
7
,
2
1
3

6
8
,
7
8
7

▲
 
2
8
,
4
2
6
 
Ａ
Ｉ

・
Ｒ

Ｐ
Ａ
等

の
推

進
2

1
2

9
0

7
行

政
情

報
化

推
進

諸
費

7
,
8
4
0

7
,
8
4
0

0
2

1
2

9
0

総
務

事
務

セ
ン

タ
ー

8
9
4
,
9
3
4

1
,
0
0
2
,
5
1
0

1
0
7
,
5
7
6

1
人

件
費

 
一

般
職
給

与
2
3
4
,
6
0
6

2
4
7
,
5
3
6

1
2
,
9
3
0

2
1

1
8
9

2
総

務
事

務
集

中
処

理
費

3
2
1
,
7
0
0

3
4
8
,
3
8
3

2
6
,
6
8
3

2
1

1
8
9

3
総

務
事

務
諸

費
7
9
0

7
9
0

0
2

1
1

8
9

4
総

務
事

務
セ

ン
タ

ー
運
営

費
3
3
7
,
8
3
8

4
0
5
,
8
0
1

6
7
,
9
6
3

2
1

1
8
9

［
債

務
負
担

行
為

］
統
一

端
末

基
盤

保
守

運
用

管
理

費
（

Ｏ
Ｓ

等
移

行
）

 
［
財

源
］

　
他
 
1
,
8
6
5
　

県
 
3
5
1
,
3
3
7

 
営
繕

積
算

シ
ス
テ

ム
運

用
管

理
費

等

 
一
般

職
員

　
4
8
人

［
債

務
負
担

行
為

］
重
要

デ
ー

タ
遠

隔
地

保
存

経
費

　
R
7
～

1
1
　

6
9
,
9
8
7
千

円

 
［
財

源
］

　
国
 
3
,
8
7
6
　

他
 
8
1
,
8
8
4
　

県
 
2
,
7
1
2
,
5
6
2

 
一
般

職
員

　
1
7
人

 
公
用

車
の

調
達
、

文
書

収
受

発
送

な
ど

共
通

経
費

 
シ
ス

テ
ム

改
修
費

、
運

用
管

理
費

等
　

 
一
般

職
員

　
3
7
人

 
［
財

源
］

　
他
 
4
5
,
2
0
9
 
 
県

 
9
5
7
,
3
0
1

（
う

ち
［
能

登
半

島
地
震

対
応

］
４

Ｗ
Ｄ

車
へ

の
更

新
経

費
　

3
,
9
4
8
）
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款
項

目

財
政

課
84

,4
0
4,
4
23

1
02

,2
24
,
12
8

17
,
81
9
,7
0
5

1
一

般
会

計
繰

入
金

59
,7
3
1,
2
56

5
5,
1
91
,
01
0

▲
 
4
,
5
4
0
,
2
4
6

1
1

1
28

9

2
減

債
基

金
繰

入
金

4
,3
5
6,

13
3

5,
6
61
,
01
6

1,
30
4
,8
8
3

1
2

1
29

0

3
借

換
債

20
,3
1
7,
0
34

4
1,
3
72
,
10
2

21
,
05
5
,0
6
8

2
1

1
29

1

款
項

目

財
政

課
84

,4
0
4,
4
23

1
02

,2
24
,
12
8

17
,
81
9
,7
0
5

1
元

金
償

還
金

79
,4
8
2,
6
18

9
7,
1
70
,
37
7

17
,
68
7
,7
5
9

1
1

1
29

3

2
利

子
償

還
金

4
,7
4
9,

57
9

4,
8
70
,
35
3

12
0
,7

74
1

1
2

29
3

3
公

債
諸

費
17

2,
22

6
1
83
,
39
8

11
,1

72
1

1
3

29
3

款
項

目

税
務

課
67

1,
64

4
8
65
,
50
8

19
3
,8

64

1
証

紙
収

入
（

県
税

）
67

0,
18

5
8
64
,
04
9

19
3
,8

64
1

1
1

29
7

2
繰

越
金

1
,4
5
9

1,
4
59

0
1

2
1

29
8

款
項

目

税
務

課
67

1,
64

4
8
65
,
50
8

19
3
,8

64

1
一

般
会

計
繰

出
金

67
1,

64
4

8
65
,
50
8

19
3
,8

64
1

1
1

29
9

 
［

財
源

］
　

他
 
8
6
5
,
5
0
8

（
歳

　
　

出
）

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

〔
証

紙
特

別
会

計
〕

（
歳

　
　

入
）

（
単

位
：

千
円

）

事
業

名
Ｒ

５
当

初
Ｒ

６
当

初
比

　
　

較
概

　
　

　
　

　
　

　
　

　
要

予
算

科
目

議
案

資
料

2掲
載

ペ
ー

ジ

予
算

科
目

議
案

資
料

2掲
載

ペ
ー

ジ
事

業
名

Ｒ
５

当
初

Ｒ
６

当
初

比
　

　
較

（
単

位
：

千
円

）

 
［

財
源

］
　

債
 
4
1
,
3
7
2
,
1
0
2
　

他
 
6
0
,
8
5
2
,
0
2
6

（
歳

　
　

出
）

（
単

位
：

千
円

）

事
業

名
Ｒ

５
当

初
Ｒ

６
当

初
比

　
　

較
予

算
科

目
議

案
資

料
2掲

載
ペ

ー
ジ

概
　

　
　

　
　

　
　

　
　

要

〔
公

債
管

理
特

別
会

計
〕

（
歳

　
　

入
）

（
単

位
：

千
円

）

事
業

名
Ｒ

５
当

初
Ｒ

６
当

初
比

　
　

較
概

　
　

　
　

　
　

　
　

　
要

予
算

科
目

議
案

資
料

2掲
載

ペ
ー

ジ
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款
項

目

総
務

事
務

セ
ン

タ
ー

10
,0
9
2,
0
78

1
1,
1
18
,
83
3

1,
02
6
,7
5
5

1
自

動
車

管
理

費
収

入
17

1,
36

8
1
39
,
14
0

▲
 
3
2
,
2
2
8

1
1

1
30

5

2
自

動
車

燃
料

費
収

入
24

4,
10

8
2
54
,
57
4

10
,4

66
1

1
2

30
5

3
物

品
使

用
料

収
入

23
0,

74
8

2
02
,
79
8

▲
 
2
7
,
9
5
0

1
2

1
30

6

4
物

品
売

払
収

入
17

4,
80

2
1
56
,
12
6

▲
 
1
8
,
6
7
6

1
2

2
30

6

5
公

共
料

金
収

入
1
,7
7
9,

56
7

1,
7
17
,
04
8

▲
 
6
2
,
5
1
9

1
2

3
30

6

6
特

別
職

非
常

勤
職

員
費

収
入

29
,4
2
7

30
,3

66
93
9

1
4

1
30

7

7
会

計
年

度
任

用
職

員
費

収
入

7
,4
6
2,

05
8

8,
6
18
,
78
1

1,
15
6
,7
2
3

1
5

1
30

8

款
項

目

総
務

事
務

セ
ン

タ
ー

10
,0
9
2,
0
78

1
1,
1
18
,
83
3

1,
02
6
,7
5
5

1
自

動
車

管
理

費
17

1,
36

8
1
39
,
14
0

▲
 
3
2
,
2
2
8
 
自

動
車

管
理

委
託

費
　

1
1

1
30

9

2
自

動
車

燃
料

費
24

4,
10

8
2
54
,
57
4

10
,4

66
 
公

用
車

ガ
ソ

リ
ン

代
1

1
2

30
9

3
物

品
使

用
料

23
0,

74
8

2
02
,
79
8

▲
 
2
7
,
9
5
0
 
集

中
調

達
複

写
機

使
用

料
1

2
1

31
0

4
物

品
調

達
費

17
4,

80
2

1
56
,
12
6

▲
 
1
8
,
6
7
6
 
物

品
集

中
調

達
費

1
2

2
31

0

5
公

共
料

金
支

出
費

1
,7
7
9,

56
7

1,
7
17
,
04
8

▲
 
6
2
,
5
1
9
 
電

気
・

電
話

・
上

下
水

道
1

2
3

31
0

6
特

別
職

非
常

勤
職

員
費

29
,4
2
7

30
,3

66
93
9
 
特

別
職

非
常

勤
職

員
の

報
酬

・
共

済
費

1
4

1
31

1

7
会

計
年

度
任

用
職

員
費

7
,4
6
2,

05
8

8,
6
18
,
78
1

1,
15
6
,7
2
3
 
会

計
年

度
任

用
職

員
の

報
酬

・
期

末
手

当
・

共
済

費
1

5
1

31
2

 
［

財
源

］
　

他
 
1
1
,
1
1
8
,
8
3
3

（
歳

　
　

出
）

事
業

名
Ｒ

５
当

初
Ｒ

６
当

初
比

　
　

較
概

　
　

　
　

　
　

　
　

　
要

（
単

位
：

千
円

）

予
算

科
目

議
案

資
料

2掲
載

ペ
ー

ジ

〔
総

務
事

務
集

中
処

理
特

別
会

計
〕

（
歳

　
　

入
）

（
単

位
：

千
円

）

事
業

名
Ｒ

５
当

初
Ｒ

６
当

初
比

　
　

較
概

　
　

　
　

　
　

　
　

　
要

予
算

科
目

議
案

資
料

2掲
載

ペ
ー

ジ
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【
　

第
 ６

 １
 号

 議
 案

　
】

総
務

委
員

会
資

料
（
令

和
６

年
３

月
７

日
・
８

日
）

　
（
単

位
：
千

円
）

 
 

Ｒ
５

年
度

Ｒ
４

年
度

対
前

年
度

伸
び

率

 
現

　
　

計
２

月
補

正
計

　
(A

)
２

月
現

計
（
Ｂ

）
(A

)／
(B

)

 １
．
県

税
7
3
,9

5
9
,6

9
0
 

7
,9

5
0
,9

4
9
 

8
1
,9

1
0
,6

3
9
 

7
5
,6

8
6
,4

3
9
 

8
.2

%
 

 法
人

事
業

税
 ＋

3
,8

6
1
,5

6
6
、

地
方

消
費

税
 ＋

3
,1

4
8
,1

6
3

 ２
．
地

方
消

費
税

清
算

金
3
3
,8

5
8
,9

5
2
 

▲
 1

,1
2
6
,8

7
0
 

3
2
,7

3
2
,0

8
2
 

3
2
,9

6
1
,7

2
7
 

▲
 0

.7
%
 

 ３
．
地

方
譲

与
税

1
3
,9

4
1
,0

0
0
 

1
,1

2
4
,8

9
9
 

1
5
,0

6
5
,8

9
9
 

1
4
,8

2
3
,6

4
0
 

1
.6

%
 

 特
別

法
人

事
業

譲
与

税
 ＋

1
,1

1
6
,8

9
9

 ４
．
地

方
特

例
交

付
金

3
5
9
,0

0
0
 

1
5
,0

5
5
 

3
7
4
,0

5
5
 

3
8
2
,1

6
0
 

▲
 2

.1
%
 

 ５
．
地

方
交

付
税

1
8
6
,9

0
3
,7

5
6
 

8
6
5
,1

8
0
 

1
8
7
,7

6
8
,9

3
6
 

1
8
7
,7

5
9
,6

4
8
 

0
.0

%
 

〃
（
含

臨
時

財
政

対
策

債
）

(1
8
9
,0

6
7
,7

5
6
)

(0
)

(1
8
9
,0

6
7
,7

5
6
)

(1
9
1
,6

3
0
,7

6
0
)

(▲
 1

.3
%
)

 ６
．
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

1
7
9
,0

0
0
 

▲
 3

8
,0

0
0
 

1
4
1
,0

0
0
 

1
6
2
,0

0
0
 

▲
 1

3
.0

%
 

 ７
．
分

担
金

及
び

負
担

金
2
,3

2
5
,8

5
6
 

▲
 4

2
,8

0
9
 

2
,2

8
3
,0

4
7
 

2
,0

1
6
,2

3
7
 

1
3
.2

%
 

 公
共

事
業

関
係

 ▲
4
0
,8

7
5

 ８
．
使

用
料

及
び

手
数

料
4
,1

5
1
,2

5
2
 

▲
 5

,3
6
3
 

4
,1

4
5
,8

8
9
 

3
,9

3
4
,1

5
4
 

5
.4

%
 

 港
湾

使
用

料
 ▲

1
0
,0

0
0
、

体
育

施
設

使
用

料
 ▲

8
,7

3
2
、

 家
畜

保
健

衛
生

所
手

数
料

 ＋
1
9
,3

3
6

 ９
．
国

庫
支

出
金

1
2
0
,2

3
5
,7

6
1
 

▲
 2

7
,0

4
6
,3

7
9
 

9
3
,1

8
9
,3

8
2
 

1
2
4
,9

1
9
,5

7
3
 

▲
 2

5
.4

%
 

 新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

包
括

支
援

交
付

金
 ▲

1
3
,7

6
0
,0

3
7
、

 新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
応

地
方

創
生

臨
時

交
付

金
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 ▲

2
,3

2
1
,0

2
9
、

 感
染

症
予

防
費

負
担

金
 ▲

1
,1

2
4
,0

6
7
、

 公
共

事
業

関
係

 ▲
4
,0

6
0
,3

2
4
、

 産
地

パ
ワ

ー
ア

ッ
プ

事
業

交
付

金
 ▲

1
,0

1
9
,0

0
0
、

 林
業

・
木

材
産

業
循

環
成

長
対

策
交

付
金

 ▲
1
,1

7
9
,3

1
5

1
0
．
財

産
収

入
1
,6

2
8
,8

3
6
 

▲
 7

9
,7

9
8
 

1
,5

4
9
,0

3
8
 

1
,6

0
3
,7

3
1
 

▲
 3

.4
%
 

 普
通

財
産

売
払

収
入

 ▲
1
0
7
,0

9
5

1
1
．
寄

附
金

1
2
4
,3

2
7
 

▲
 3

,3
6
7
 

1
2
0
,9

6
0
 

1
0
0
,6

7
5
 

2
0
.1

%
 

 企
業

版
ふ

る
さ

と
島

根
寄

附
金

 ＋
3
2
,1

8
6
、

 ふ
る

さ
と

島
根

寄
附

金
 ▲

1
5
,5

9
8
、

 し
ま

ね
社

会
貢

献
基

金
事

業
費

寄
附

金
 ▲

1
8
,6

2
5

1
2
．
繰

入
金

1
7
,3

4
4
,8

2
2
 

▲
 6

,5
5
4
,0

1
0
 

1
0
,7

9
0
,8

1
2
 

2
2
,5

5
4
,0

6
6
 

▲
 5

2
.2

%
 

 財
政

調
整

基
金

繰
入

金
 ▲

5
,0

0
0
,0

0
0
、

 医
療

介
護

総
合

確
保

促
進

基
金

繰
入

金
 ▲

1
,4

3
8
,2

2
5

1
3
．
繰

越
金

1
9
,2

8
6
,3

0
4
 

6
8
9
,5

6
5
 

1
9
,9

7
5
,8

6
9
 

1
4
,2

3
1
,8

3
1
 

4
0
.4

%
 

1
4
．
諸

収
入

1
2
,9

2
9
,0

9
1
 

▲
 4

,4
3
9
,4

5
6
 

8
,4

8
9
,6

3
5
 

8
,3

2
5
,7

4
0
 

2
.0

%
 

 過
年

度
補

助
金

委
託

金
等

精
算

返
還

金
 ＋

1
,6

0
7
,0

6
9
、

 農
林

金
融

対
策

費
貸

付
金

元
利

収
入

 ▲
1
,8

1
4
,5

1
3
、

 水
産

業
総

務
費

貸
付

金
元

利
収

入
 ▲

1
,0

7
9
,1

0
0
、

 用
地

先
行

取
得

資
金

貸
付

金
元

利
収

入
 ▲

2
,7

0
0
,0

0
0

1
5
．
県

債
5
4
,3

4
6
,5

0
0
 

▲
 4

,4
9
0
,6

8
0
 

4
9
,8

5
5
,8

2
0
 

5
2
,0

5
4
,3

1
2
 

▲
 4

.2
%
 

  
〃

 （
除

 臨
時

財
政

対
策

債
）

(5
2
,1

8
2
,5

0
0
)

(▲
 3

,6
2
5
,5

0
0
)

(4
8
,5

5
7
,0

0
0
)

(4
8
,1

8
3
,2

0
0
)

(0
.8

%
)

合
  

  
  

  
  

 計
 

5
4
1
,5

7
4
,1

4
7
 

▲
 3

3
,1

8
1
,0

8
4
 

5
0
8
,3

9
3
,0

6
3
 

5
4
1
,5

1
5
,9

3
3
 

▲
 6

.1
%
 

※
　

Ｒ
５

年
度

現
計

予
算

額
は

、
補

正
予

算
（
第

９
号

）
後

の
額

、
Ｒ

４
年

度
２

月
現

計
（
Ｂ

）
欄

は
、

Ｒ
５

年
２

月
2
7
日

提
案

分
の

補
正

後
予

算
額

令
和

５
年

度
２

月
一

般
会

計
補

正
予

算
（

3
/
6
提

案
分

）
 
歳

入
科

目
別

内
訳

一
覧

表

区
  

  
  

  
  

  
  

  
 分

主
な

補
正

項
目

 公
共

事
業

関
係

 ▲
2
,2

3
4
,1

0
0
、

 警
察

署
庁

舎
建

設
債

 ▲
7
6
1
,6

0
0
、

 空
港

周
辺

整
備

債
 ▲

3
5
1
,8

0
0
、

 臨
時

財
政

対
策

債
 ▲

8
6
5
,1

8
0
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一
般

会
計

(
単

位
：

千
円

）

補
正

前
の

額
補

　
正

　
額

計

（
Ａ

）
（

Ｂ
）

（
Ａ

）
＋

（
Ｂ

）

6
,
4
9
6
,
5
2
9

▲
 
1
7
0
,
5
3
6

6
,
3
2
5
,
9
9
3

4
,
5
9
8
,
8
0
5

1
2
3
,
8
4
3

4
,
7
2
2
,
6
4
8

7
6
,
0
2
0
,
5
3
0

9
,
3
2
9
,
7
2
2

8
5
,
3
5
0
,
2
5
2

3
8
,
7
1
6
,
6
3
1

3
,
5
7
0
,
1
5
9

4
2
,
2
8
6
,
7
9
0

6
,
2
0
1
,
5
1
1

▲
 
1
0
6
,
6
9
5

6
,
0
9
4
,
8
1
6

3
4
4
,
8
4
1

▲
 
1
,
0
6
6

3
4
3
,
7
7
5

2
,
1
7
4
,
1
6
5

▲
 
3
0
,
3
8
3

2
,
1
4
3
,
7
8
2

9
3
2
,
0
3
7

▲
 
3
7
,
3
5
1

8
9
4
,
6
8
6

1
3
5
,
4
8
5
,
0
4
9

1
2
,
6
7
7
,
6
9
3

1
4
8
,
1
6
2
,
7
4
2

特
別

会
計

(
単

位
：

千
円

）

補
正

前
の

額
補

　
正

　
額

計

（
Ａ

）
（

Ｂ
）

（
Ａ

）
＋

（
Ｂ

）

8
9
,
8
2
5
,
4
3
5

▲
 
5
6
2
,
6
7
0

8
9
,
2
6
2
,
7
6
5

6
7
1
,
6
4
4

2
6
0
,
1
8
8

9
3
1
,
8
3
2

1
0
,
4
1
9
,
9
3
7

▲
 
5
5
4
,
1
8
8

9
,
8
6
5
,
7
4
9

【
第

6
1
号

～
6
4
号

議
案

】

歳
 
出

 
総

 
括

 
表

 
〔

総
務

部
〕

課
　

　
　

　
名

総
務

課

税
務

課

人
事

課

財
政

課

令
和

５
年

度
島

根
県

総
務

事
務

集
中

処
理

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

２
号

）

令
和

５
年

度
島

根
県

一
般

会
計

補
正

予
算

（
第

1
0
号

）
〈

関
係

分
〉

令
和

５
年

度
島

根
県

公
債

管
理

特
別

会
計

補
正

予
算

（
第

２
号

）
令

和
５

年
度

島
根

県
証

紙
特

別
会

計
補

正
予

算
（

第
２

号
）

〈
関

係
分

〉

税
務

課
証

紙
特

別
会

計

総
務

事
務

セ
ン

タ
ー

総
務

事
務

集
中

処
理

特
別

会
計

管
財

課

会
　

　
計

　
　

名

財
政

課
公

債
管

理
特

別
会

計

課
　

名

合
　

　
　

　
計

営
繕

課

総
務

事
務

セ
ン

タ
ー

情
報

シ
ス

テ
ム

推
進

課

総
務

委
員

会
資

料
令

和
６

年
３

月
７

日
・

８
日
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〔
一

般
会

計
〕

1
35

,4
8
5,

04
9

1
2,

67
7,

69
3

14
8,

16
2
,7

42

総
務

課
6
,4

9
6,

52
9

▲
 
17

0,
53

6
6,

32
5
,9

93

1
人

件
費

 一
般

職
給

与
（

一
般

管
理

費
）

87
0,

71
4

▲
 
2,

67
7

86
8
,0

37
 一

般
職

員
 
11

7人
2

1
1

81

2
人

件
費

 一
般

職
給

与
（

労
政

総
務

費
）

7,
54

4
22

7
,5

66
 一

般
職

員
 
1人

5
1

1
12

5

3
人

件
費

 一
般

職
給

与
（

商
業

総
務

費
）

4
4,

41
3

▲
 9

5
44

,3
18

 一
般

職
員

 
6人

7
1

1
15

1

4
支

庁
・

県
民

セ
ン

タ
ー

運
営

費
6
9,

41
7

▲
 
3,

23
2

66
,1

85
2

1
1

81

5
情

報
公

開
費

2
7,

80
7

▲
 
2,

36
7

25
,4

40
2

1
4

82

6
総

合
文

書
管

理
シ

ス
テ

ム
運

用
事

務
費

2
7,

47
7

▲
 
1,

35
3

26
,1

24
2

1
4

82

7
文

書
法

令
管

理
費

1
4,

63
5

▲
 3

7
14

,5
98

2
1

4
83

8
公

益
法

人
指

導
監

督
事

務
費

1
0,

47
3

▲
 
76

3
9
,7

10
2

1
4

83

9
東

京
事

務
所

費
3
1,

88
6

▲
 
36

9
31

,5
17

2
1

9
85

1
0
総

務
事

務
費

3
8,

02
1

▲
 
78

3
37

,2
38

2
1

12
86

1
1
竹

島
領

土
権

確
立

対
策

事
業

費
3
5,

01
3

▲
 
2,

34
9

32
,6

64
2

1
12

86

1
2
商

工
労

政
事

務
費

5,
14

5
▲

 8
8

5
,0

57
7

1
1

15
1

1
3
公

立
大

学
法

人
島

根
県

立
大

学
運

営
支

援
事

業
費

2
,1

9
8,

41
7

2
3,

00
6

2,
22

1
,4

23
 教

職
員

の
退

職
手

当
の

増
10

6
2

18
4

1
4
島

根
県

立
大

学
授

業
料

等
軽

減
事

業
費

14
3,

09
5

▲
 1

2,
01

9
13

1
,0

76
 授

業
料

減
免

の
対

象
学

生
数

の
減

1
0

6
2

18
4

1
5
私

立
学

校
・

学
校

法
人

の
管

理
監

督
事

務
費

59
4

▲
 7

3
5
21

1
0

9
1

19
1

1
6
私

立
学

校
経

営
健

全
性

確
保

事
業

費
1
,6

0
9,

16
6

▲
 6

6,
72

1
1,

54
2
,4

45
 私

立
学

校
振

興
費

補
助

金
の

対
象

生
徒

数
の

減
10

9
1

19
1

1
7
私

立
学

校
教

育
条

件
維

持
向

上
事

業
費

9
7,

10
7

▲
 
7,

48
5

89
,6

22
 授

業
料

減
免

の
対

象
生

徒
数

の
減

10
9

1
19

1

1
8
私

立
学

校
就

学
支

援
事

業
費

1
,2

3
8,

10
8

▲
 9

3,
15

3
1,

14
4
,9

55
 高

等
学

校
等

就
学

支
援

等
の

対
象

生
徒

数
の

減
10

9
1

19
1

人
事

課
4
,5

9
8,

80
5

12
3,

84
3

4,
72

2
,6

48

1
人

件
費

 一
般

職
給

与
（

一
般

管
理

費
）

3
,3

4
9,

79
0

19
5,

76
0

3,
54

5
,5

50
 一

般
職

員
 
43

人
 時

間
外

手
当

（
知

事
部

局
全

職
員

分
）

等
2

1
1

81

2
職

員
退

職
手

当
 特

別
職

4
2,

08
6

▲
 
18

6
41

,9
00

2
1

1
81

3
共

済
組

合
支

援
事

業
費

3
7,

66
0

▲
 
7,

56
3

30
,0

97
 人

件
費

等
の

減
2

1
2

81

4
人

事
管

理
諸

費
65

5,
03

0
▲

 4
4,

81
5

61
0
,2

15
 産

休
育

休
代

替
職

員
等

の
減

2
1

2
81

5
労

働
安

全
・

衛
生

事
務

費
1
4,

32
0

▲
 8

14
,3

12
2

1
2

81

6
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

事
業

費
1
4,

54
5

▲
 3

8
14

,5
07

2
1

2
82

7
2
1世

紀
の

し
ま

ね
を

担
う

県
・

市
町

村
職

員
の

人
材

育
成

事
業

費
2
4,

86
6

76
24

,9
42

2
1

2
82

8
新

人
事

給
与

シ
ス

テ
ム

運
営

費
10

2,
12

9
▲

 1
3,

31
5

88
,8

14
 シ

ス
テ

ム
改

修
費

の
減

2
1

2
82

9
自

治
研

修
所

研
修

事
業

費
8
0,

72
5

▲
 
7,

62
9

73
,0

96
 受

講
旅

費
等

の
減

2
1

2
82

1
0
職

員
会

館
管

理
・

運
営

事
業

費
1
3,

19
6

1,
14

8
14

,3
44

2
1

2
82

1
1
職

員
派

遣
研

修
事

業
費

7,
35

6
41

3
7
,7

69
2

1
2

82

 ［
財

源
］

　
国

 
▲

93
,
13

2　
使

 1
,1

07
　

他
 
40

,1
6
7　

県
 
12

,
72

9,
55

1

事
業

名
補

正
前

の
額

補
正

額
補

正
後

の
額

（
単

位
：

千
円

）

予
算

科
目

議
案

資
料

9
掲

載
ペ
ー

ジ
概

　
　

　
　

　
　

　
　

　
要

総
務

部

 ［
財

源
］

　
国

 
▲

93
,
13

2　
他

 ▲
1
3　

県
 ▲

7
7,

3
91

 ［
財

源
］

　
他

 
▲

7,
1
07

　
県

 
13

0,
95

0
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〔
一

般
会

計
〕

事
業

名
補

正
前

の
額

補
正

額
補

正
後

の
額

（
単

位
：

千
円

）

予
算

科
目

議
案

資
料

9
掲

載
ペ
ー

ジ
概

　
　

　
　

　
　

　
　

　
要

財
政

課
76

,0
2
0,

53
0

9,
32

9,
72

2
8
5,

35
0
,2

52

1
人

件
費

 一
般

職
給

与
（

一
般

管
理

費
）

15
8,

21
5

▲
 
82

3
15

7
,3

92
 一

般
職

員
 
22

人
2

1
1

81

2
財

政
調

整
費

1
,1

2
0,

00
0

▲
 
2,

73
0

1,
11

7
,2

70
2

1
1

81

3
国

庫
支

出
金

返
還

金
0

9,
59

7
9
,5

97
 西

ノ
島

町
不

適
切

支
出

等
に

係
る

返
還

金
等

2
1

1
81

4
財

政
管

理
運

営
費

2
7,

96
9

1,
91

1
29

,8
80

2
1

5
83

5
予

算
編

成
支

援
シ

ス
テ

ム
運

営
費

2
4,

75
2

▲
 
2,

25
6

22
,4

96
2

1
5

83

6
新

地
方

公
会

計
導

入
経

費
7,

44
4

▲
 
53

2
6
,9

12
2

1
5

83

7
減

債
基

金
積

立
金

1
,9

1
1,

93
7

6,
90

6,
01

9
8,

81
7
,9

56
 執

行
節

減
等

に
よ

る
基

金
積

立
の

増
2

1
7

84

8
財

政
調

整
基

金
積

立
金

7
1,

21
1

▲
 
18

6
71

,0
25

2
1

7
84

9
退

職
手

当
基

金
積

立
金

0
2,

98
1,

39
2

2,
98

1
,3

92
 退

職
手

当
基

金
の

積
立

等
2

1
7

84

1
0
元

金
償

還
金

67
,4

3
2,

33
4

▲
 
16

7,
45

7
6
7,

26
4
,8

77
 借

換
債

の
借

入
時

期
変

更
に

伴
う

減
1
2

1
1

19
9

1
1
利

子
償

還
金

4
,7

9
2,

74
2

▲
 
33

7,
48

7
4,

45
5
,2

55
 利

率
の

確
定

に
よ

る
減

12
1

2
19

9

1
2
公

債
関

係
事

務
費

17
3,

92
6

▲
 5

7,
72

6
11

6
,2

00
 借

入
実

績
に

よ
る

減
1
2

1
3

19
9

税
務

課
38

,7
1
6,

63
1

3,
57

0,
15

9
4
2,

28
6
,7

90

1
人

件
費

 一
般

職
給

与
（

税
務

総
務

費
）

70
1,

61
0

2,
89

1
70

4
,5

01
 一

般
職

員
 
99

人
2

3
1

90

2
税

務
管

理
費

6
5,

33
5

▲
 
1,

95
9

63
,3

76
2

3
1

90

3
市

町
村

税
支

援
事

業
費

90
6

▲
 
13

6
7
70

2
3

1
90

4
県

税
電

子
申

告
シ

ス
テ

ム
整

備
事

業
費

9
3,

92
5

▲
 
55

1
93

,3
74

2
3

2
90

5
納

税
事

務
費

1
,8

2
5,

05
9

▲
 2

6,
53

9
1,

79
8
,5

20
 県

税
還

付
金

等
の

減
2

3
2

90

6
税

務
総

合
オ

ン
ラ

イ
ン

事
務

費
33

0,
97

7
1,

00
6

33
1
,9

83
2

3
2

90

7
課

税
事

務
費

1
7,

68
0

▲
 
37

2
17

,3
08

2
3

2
90

8
ゴ

ル
フ

場
利

用
税

交
付

金
6
7,

43
9

2,
07

3
69

,5
12

　
　

税
収

に
連

動
し

た
増

減
13

2
1

20
1

9
自

動
車

取
得

税
交

付
金

0
2
5,

75
2

25
,7

52
13

3
1

20
2

1
0
利

子
割

交
付

金
6
4,

20
7

5,
01

9
69

,2
26

13
8

1
20

5

1
1
地

方
消

費
税

交
付

金
16

,9
7
2,

36
7

▲
 
55

3,
86

0
1
6,

41
8
,5

07
13

11
1

20
6

1
2
地

方
消

費
税

清
算

金
16

,2
9
2,

26
6

3,
55

7,
38

1
1
9,

84
9
,6

47
13

12
1

20
7

1
3
配

当
割

交
付

金
43

6,
36

6
▲

 2
1,

49
8

41
4
,8

68
13

13
1

20
8

1
4
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

22
7,

21
0

20
7,

43
5

43
4
,6

45
13

14
1

20
9

1
5
自

動
車

税
環

境
性

能
割

交
付

金
19

1,
09

9
9
1,
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公立大学法人島根県立大学中期目標（素案） 

 

Ⅰ．公立大学法人島根県立大学の基本的な目標 

大学を取り巻く状況は、ＤＸやグローバル化の進展、ＳＤＧｓなど、複雑化する社会や

国際情勢の影響を強く受け急速に変容している。とりわけ我が国の 18 歳人口の減少に起

因して、教育・研究の質保証、大学の魅力化、特色化といった学生確保の大学間競争が国

公立、私立を問わず一層激しくなることが予想される。 

加えて、地方の公立大学は、地域に根差した教育・研究機関として、地域の将来を支え

る人材の育成や地域が抱えている課題への対応など地方創生の重要な役割を担っている

ほか、豊かな暮らしや風土、地域の文化や歴史を発展、継承していく観点からも重要な役

割を期待されている。 

設立した地方公共団体が策定する総合戦略を反映しつつ、地域における高等教育、社

会人の学び直しなどのリカレント教育の提供や地元企業等が求める人材の育成など、地

域社会での知的・文化的な中心拠点となることが求められる。 

一方、公立大学法人島根県立大学は、これまでも高い就職率を実現し、地域にとって欠

くことのできない人材の育成や、国際的な感覚と見識を併せもって地域社会の継承・発

展に寄与する様々な教育研究活動に取り組み、成果を挙げてきたが、若者の県内定着や

学生ニーズを反映した教育の質の向上、研究成果の教育や地域への還元などの取り組み

を一層推し進めることが求められている。 

また、大学と地域の関係においては、地域を学修のフィ―ルドとしてのみならず、学生

が様々な経験を積み、多様な価値観や考え方に触れ、感性、道徳観、倫理観等を育む場と

して捉え、広い視野や、豊かな人間性を培うとともに、学生自身が島根創生計画に描く島

根の地域や県民性を認識し、島根ならではの魅力を実感することにより、地域への愛着

を醸成し、卒業後も島根県に関わり続けるといった、好循環を形成していくことを期待

する。 

これらの点を考慮し、県立大学としての使命を再認識し、県立大学の目指すべき姿を

「地域貢献・教育重視型大学」と位置づけ、島根県全域を学修のフィールドとして捉えな

がら、実効性を伴う中長期的な見通しをもって「大学改革」を進めていくことが重要とな

る。 

その実現に向けて、第４期中期目標期間における大学運営において、県立大学が取り

組むべき４つの基本目標を以下のとおり示す。 

 

１ 県民からの期待に応える存在意義の高い大学 

   県民本位・学生本位の大学として、県民等が求める教育・研究・地域貢献活動に全

総 務 委 員 会 資 料 
令 和 ６ 年 ３ 月 ７ 日 ・ ８ 日 
総 務 部 総 務 課 
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力で取り組み、また島根における政策や戦略への関わりなど、「県民に信頼される大学」

「県民に評価される大学」「県民に開かれた大学」の実現を目指す。 

 

 ２ 地域に貢献する人材を輩出する大学 

   国際的な視野を併せ持ち、多角的な視点で地域をとらえることができる「グローカ

ル人材」や地域産業のＤＸを推進していく人材育成に取り組むとともに、主体的に問

題を発見・整理・解決できる「実践力」を兼ね備えた人材を島根創生を担う人材とし

て地域に輩出する。 

 

 ３ 地域が抱える諸課題に対応する研究及び教育を重視する大学 

   地域の企業や自治体等と連携して、地域が抱える諸課題を解決するための研究およ

び大学が保有する知的資源を活かした地域貢献を推進し、研究内容や成果を教育及び

地域へ還元する。また、学生のニーズや受け止め方も踏まえながら、絶えず教育の質

の向上を図る。 

 

 ４ 理事長・学長のリーダーシップのもと機動的かつ戦略的な運営を行う大学 

   社会情勢の変化や時代の要請に応えた大学改革を進めるため、理事長（学長）の強

いリーダーシップの下、機動的かつ戦略的な大学運営を行う。 

   

  

Ⅱ．基本的な目標を達成するための取組 

 

１．中期目標の期間及び教育研究上の基本組織 

 

⑴ 中期目標の期間 

    令和７年４月１日～令和 13 年３月 31 日 

 

⑵ 教育研究上の基本組織 

    公立大学法人島根県立大学は、島根県立大学及び島根県立大学短期大学部を設置

し、その教育研究上の基本組織は、次のとおり掲げる学部、研究科、別科、学科を

もって構成する。 

 

① 島根県立大学 

 

ア 学部 
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国際関係学部 

地域政策学部 

看護栄養学部 

人間文化学部 

 

イ 研究科 

北東アジア開発研究科 

看護学研究科 

 

ウ 別科 

助産学専攻 

 

② 島根県立大学短期大学部 

 

ア 学科 

保育学科 

文化情報学科 

    

 

２．社会情勢の変化に的確に対応した大学づくり 

公立大学法人島根県立大学は、情報化や産業のＤＸ、ＳＤＧｓ等の社会情勢の変化に

伴う地域からの要請、多様化する学生ニーズなどに柔軟に応えていく必要がある。 

このような視点を意識しながら、地域貢献の先頭を走る大学として、特色ある大学、

魅力ある大学づくりを推進する。 
 

 

３．大学の教育研究などの質の向上 

国際的な視野を併せ持ち、多角的な視点で地域をとらえることができ、主体的に問題

を発見・整理・解決する実践力を兼ね備えた「グローカル人材」の育成に向けて、質の

高い教育を提供するとともに、地域が抱える諸課題を解決するための研究を実施し、研

究成果を教育・地域へ還元する。 

また、教育研究組織は、地域のニーズや時代の変化に柔軟に対応し、学部学科の改編

や高度な教育研究、リカレント教育など大学院のあり方を検討する。 

さらに、教員や看護師など県内で不足する専門人材の養成への取組を進める。 
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⑴ 教育 

 

① 人材育成・組織の方向性 

ア 国際関係学部 

      世界に開かれた地域社会の実現と国際社会の平和的発展に寄与する教育研究

を推進し、その成果を広く社会に還元する。 

異なる文化やその背景を理解し合う多文化共生社会の実現や、企業の海外展

開、インバウンド観光の推進など、フィールドワークを通して地域の国際化の

課題やニーズを発見し、対応できる人材を育成する。 

 

イ 地域政策学部 

地域政策に関する基礎的な教育研究及び実践的な教育研究を地域と連携しつ

つ進め、その成果を広く社会に還元する。 

地域の自律的・持続的発展に寄与する教育研究を推進し、地域社会やその関連

する領域において、ＤＸも活用しつつ、地域の関係者とコミュニケーションを

とりながら協力・協働し、企業や自治体、社会などの問題解決に貢献する人材を

育成する。 

 

ウ 看護栄養学部 

高度な専門性を持ち、看護と栄養の連携、実践力を備えた自ら考え行動できる 

視野の広い専門職業人を育成する。 

  

エ 人間文化学部 

      地域における保育、教育を担う人材、国際文化観光都市の地域性を活かし、

文化の発見と継承、再生に取り組み、地域で活躍できる実践力を兼ね備えた人

材を育成する。 

 

オ 大学院修士課程、博士課程 

      高度な専門職業人、研究教育機関の中核を担う研究者などリーダー的人材を

育成する。 

 

     〔浜田キャンパス〕 

 

        今後の学部の方向性に合わせて、学部からの進学、日本人学生及び社会人学 

生の確保など、継続して見直しをしていく。 
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〔出雲キャンパス〕 

 

      地域医療の中核的な役割を担う高水準の専門知識や研究分析能力を有する医 

療人材を育成する。 

       

カ 短期大学部 

      保育や情報の実務教育に教養教育を結合させ、学生の意欲を高め、豊かな人

間性を育むことによって、課題探求力及び実践力を兼ね備えた人材を育成する。 

 

② 教育内容の充実 

 

ア 入学者の受入れ 

今後進んでいく少子化に対応しつつ、地域や高校生へ県立大学の特徴や魅力

への理解を促すため、求める学生像や、明瞭かつ特色ある学修内容、育成する人

材像を広く発信し、入学者の確保に努める。 

     若者の県内定着につながる県内高校生の入学者確保のため、中山間地域や離

島、専門高校生の入学者増につながる入試制度改革を検討、実行する。 

サテライトキャンパス等を拠点とした高校生と大学生の交流促進を進める。 

また、教員養成や看護師養成など島根の未来を担う人材の育成において県内

高校との連携を一層深める。 

 

イ 教育課程の充実 

(ｱ) グローカル人材の育成に向けて、国際及び地域の双方の視点から、教育の

実施に関する基本的な方針（カリキュラム・ポリシー）を明確に示し、この

方針に沿って教育課程を編成する。 

国際の視点では、国際的な語学力、コミュニケーション力を備え、世界的

視野で諸課題を捉え、解決していく能力の育成を図る。 

地域の視点では、現場に赴き、地域の諸課題を発見・解決していく能力の

育成を図る。 

 

(ｲ) 自身のキャリアの明確なビジョンを持ち、主体的に進路を選択する能力を

育成するキャリア教育を実施する。 

 

(ｳ) 社会人の学び直しなどのニーズの高まりに対応するため、リカレント教育

を実施する。  
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ウ 成績評価など 

到達目標を明示し、公正な基準による厳正な成績評価を実施するとともに、卒 

業認定・学位授与に関する基本的な方針（ディプロマ・ポリシー）を明確にし、

その質を保証することで、単位・学位の通用性を高める。 

 

③ 教育の質を高めるための取組 

 

ア 教育の質及び教育環境の向上 

授業アンケート等を利用した学生ニーズなどを踏まえた教育内容の質の向上

への取組（ファカルティ・ディベロップメント）、及び教職員研修など教職員の

資質向上のための取組（スタッフ・ディベロップメント）を積極的に推進する

とともに、自己点検・評価や認証評価機関による評価などの結果を適切にフィ

ードバックし、教育の質の向上を図る。 

 

    イ 教育実施体制の整備 

学習や研究に必要な施設・設備の整備や、キャンパス間での横断的かつ柔軟

な教育プログラムや教員配置を進めるなど、効率的かつ効果的な教育体制を整

備する。 

また、ICT を活用したオンラインやオンデマンドの仕組みを活用し、より柔

軟で効果的な教育を実施する。 

 

④ 学生支援の充実 

 

ア 学生生活 

 

(ｱ) 学生が安全に安心して充実した学生生活を送れるよう、心身の健康管理や

相談対応など、学生支援体制を充実し、きめ細やかな支援を行う。 

 

(ｲ) 各種奨学金制度や授業料減免制度により、学生の経済的負担の軽減を図る。

なお、支援のあり方として、県内就職希望など将来的な地域への貢献の視点

を考慮する。 
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イ キャリア・進学 

 

(ｱ) 在学生へのきめ細やかなキャリア支援を実施し、高い就職率を実現する。 

 

(ｲ) 学生の国家試験などの合格や各種資格取得の支援体制を充実する。また、 
オンラインやオンデマンドといった配信を利用した遠隔での開講を検討す

る。 
 

(ｳ) 学生主体で地域に貢献するボランティア活動などの取組を支援する。 

 

(ｴ) 大学院進学、短大部学生の４年制学部への編入学、海外留学など、進学に 

対する支援を行う。 

 

⑵ 研究 

 

① 目指す研究及び研究成果の地域への還元 

研究は、地域に貢献し大学教育に役立つという視点を持つとともに、その成果

を教育や地域に確実に還元する。 

県の実質負担を伴う研究については、地域の研究ニーズを的確に捉えるなど、 
特に地域貢献に主眼を置き、研究対象地域や分野の拡大や見直しを行う。 

また、研究成果は、原則として全て公表し、学問的な意義についての専門的  

な評価や地域の評価を受けることとし、研究成果の評価なども踏まえながら、大

学内の予算配分などを柔軟に見直す。 

 

② 研究支援体制などの充実 

地域に貢献し大学教育に役立つ研究や若手研究者を支援するため学内の競争的 
資金を整備する。 

 

③ 外部競争的資金の導入 

科研費等の競争的資金の獲得や地域課題解決に向けた企業・団体等との共同研 

究を積極的に導入する。また、研究活動の社会的信頼性を高める取組を推進す

る。 
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⑶ 地域貢献、国際交流 

 

① 地域貢献の推進 

 

ア 県内就職率の向上 

      地域の担い手となる人材の県内定着のため、企業や行政等と連携して学生が

地元企業を知る機会の創出や長期実践型キャリア教育の拡充を図る。 

 

イ サテライトキャンパスなどを拠点とした地域貢献 

      地域住民と交流しながら実践型教育や地域教育の充実を図るとともに、高大

連携の推進や自治体、企業等と連携した地域課題解決に取り組む。 

 

ウ 県民への学習機会などの提供 

      地域に開かれた大学として、県民の学習意欲に対応するため、学習機会の提

供や施設の積極的な地域への開放を進める。 

 

② 国際交流の推進 

 

ア 国際交流推進体制の整備 

      学生の派遣と受入れの双方向交流のための留学制度や短期研修制度、教育カ

リキュラムの充実などにより、学生の国際交流を推進する。 

 

    イ 海外の大学などとの交流 

国際的な教育研究を実施するために、海外の大学及び研究機関との学術研究

交流を推進する。 

なお、学術研究交流は実績を踏まえ絶えず見直すとともに、新たな関係の構築

を図るなど、継続、発展させた取組を行う。 

 

 

４．自主的、自律的な組織・運営体制の確立 

 

⑴ 業務運営の改善 

 

① ガバナンス体制の整備 

大学を取り巻く情勢の変化に柔軟かつ迅速に対応し、「地域貢献・教育重視型大
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学」の実現に必要な大学改革を進めるため、理事長（学長）のリーダーシップの下

で、トップダウンの戦略的な大学運営を行うガバナンス体制を整備する。 

指揮命令系統の明確化などによる執行権限及び議決権を有する理事会による監

督権限の両輪が機能する組織運営を行う。 

ガバナンス体制は、常に機能性の検証を行いながら、必要な見直しを行う。 

 

② 効率的・合理的な運営のための見直し 

大学運営は、スクラップアンドビルドによる効率的・合理的な運営を基本とし、

組織や人員配置等については、時代のニーズを踏まえながら PDCA サイクルによる

定期的な見直しを行う。 

中長期的な視点に立った教職員数の管理を徹底するとともに、公正な人事評価

や計画的な能力開発により、適切な人事管理を行う。 

 

⑵ 経営基盤の強化 

常にコスト意識を持って運営に当たり、経営上の課題の把握に努め、改革・改善 

に向けた不断の努力を行うとともに、県が交付する運営費交付金を有効に使用し、 

自主的、自律的な運営を行う。 

 

① 適正な財務運営の推進  

     安定的な大学運営を行うため、外部研究資金等自主財源の確保、運営経費の抑

制に取り組み、中長期的な経営計画に基づいた適正な財務運営を行う。 

 

② 監査体制の充実 

大学運営の健全性を確保し、かつ、社会に対する説明責任を果たすため、内部 

チェック体制及び監査体制を充実する。 

 

 

５．評価制度の充実及び情報公開の推進 

 

⑴ 自己点検・評価、外部評価の実施及び評価結果の活用 

    自己点検・評価、外部の法人評価委員会や認証評価機関の評価を実施分析し、組

織や業務執行の改善・改革に取り組む。 

 

⑵ 情報公開の推進 

社会に対する説明責任を果たすため、経営に関する情報、評価の結果明らかとな 
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った課題などを積極的に開示する。また、情報の公開に当たっては、個人情報の保 

護に配慮するとともに、誰もが利用でき、使いやすい内容となるよう工夫する。 

 

 

６．その他業務運営に関する重要事項 

 

⑴ 広報広聴活動の積極的な展開など 

大学の学びの特色や魅力が広く県民に理解され支持されるよう、戦略的な広報を

行うとともに、業務改善のための広聴活動を積極的に行い、大学運営に反映させる。 

 

⑵ 施設設備の維持、整備などの適切な実施 

既存の施設設備の適切な維持管理を行うとともに、長期的な展望に立って、施設

の整備・改修の検討を行う。 

 

⑶ 安全・危機管理体制の確保 

    学生、教職員の安全と健康及び災害発生等緊急時の適切なリスク管理を実施する

ための危機管理体制を確保する。 

 

⑷ 人権の尊重 

人権尊重のための教育や啓発を積極的に行うとともに、さまざまなハラスメント

を防止するための取組を推進する。また、教職員にとって、人権を尊重した働きや

すい環境づくりを推進する。 
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